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  第第ⅠⅠ章章  建建設設業業のの雇雇用用実実態態とと経経営営状状況況にに関関すするる調調査査結結果果                                      

 

１．調査の概要 

  

（１） 調査の目的 

 

 本調査は、建設業界の雇用の改善や若手技術者・技能者の入職・定着を促す方策を検討する基礎

資料とすることを目的に、建設業の雇用実態や経営状況について調査を実施したものである。 

 

（２） 調査の対象 

 

一般社団法人石川県建設業協会の会員企業（大手企業は除く） 

 対象企業：208 社 

 回 答 数：146 社（回答率：70.2%） 

 

（３） 調査の実施期間 

 

令和 5 年 8月 21 日～令和 5 年 9 月 22 日 

 

（４） 調査の項目 

 

① 会社概要 

② 雇用について 

③ 常用雇用者である現場職員（技術者・技能者）の賃金について 

④ 建設現場における働き方改革（休日拡大と労働時間）について 

⑤ 建設業における女性の定着促進について 

⑥ 事業承継について 

⑦ 採算性について 

⑧ 発注者の対応について 

⑨ 経営環境の見通しについて 

⑩ 今後の建設業のあり方について（自由回答） 

 (注)各設問における回答の構成比の合計は、四捨五入の関係で 100%にならない場合がある。 

 

（５） 調査の方法 

 

調査は㈱建設経営サービスに委託して実施した。調査票（エクセル）は会員企業宛に電子メール

で依頼した。 

 

（６） 地区の区分 

 

 会員企業の本社所在地により、「金沢地区」(金沢市)、「加賀地区」(金沢市以南の市町)、「能登地

区」(金沢市以北の市町)とした。 
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（７） 調査企業の概要 

 

ア 主な業種と地区 

 回答企業を業種別に見ると、土木が 104

社(71.2%)と最も多く、次いで 建築 17 社

(11.6%)、土木・建築 15 社(10.3%)、舗装

10 社(6.8%)と続いている。 

 回答企業を地区別に見ると、金沢地区

46 社、加賀地区 51 社、能登地区 49 社と

なっている。 

 

 

 

 

イ 完成工事高 

 令和 4 年度の完成工事高を見ると、「1～

5 億円」が 66 社（45.2%）と最も多く、次

いで「5～10 億円」35 社（24.0%）、「10～

30 億円」28社(19.2%)と続いており、完成

工事高 10 億円未満の企業が全体の 74.0%

を占めている。 

 

 

ウ 完成工事高の増減 

 令和 3 年度から令和 4 年度にかけ

ての完成工事高の増減を見たとこ

ろ、全体では増収 78 社、減収 68 社

であり、増収企業数が減収企業数を

上回っている。増収企業の割合を見

ると、土木・建築では 73.3%、舗装で

は 70.0%と多数を占めている。一方

で、土木では 49.0%、建築では 52.9%

であり、増収企業数と減収企業数が

拮抗している。 

  

主な業種と地区 

  金沢地区 加賀地区 能登地区 合計 

土木 
24 社 37 社 43 社 104社 

(52.2%) (72.5%) (87.8%) (71.2%) 

建築 
11 社 5 社 1 社 17 社 

(23.9%) (9.8%) (2.0%) (11.6%) 

土木・建築 
5 社 6 社 4 社 15 社 

(10.9%) (11.8%) (8.2%) (10.3%) 

舗装 
6 社 3 社 1 社 10 社 

(13.0%) (5.9%) (2.0%) (6.8%) 

合計 
46 社 51 社 49 社 146社 

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) 

完成工事高 

 企業数 構成比 

1 億円未満   7 社 (4.8%) 

1 億円以上  5 億円未満 66 社 (45.2%) 

5 億円以上 10 億円未満 35 社 (24.0%) 

10 億円以上 30 億円未満 28 社 (19.2%) 

30 億円以上   10 社 (6.8%) 

合 計 146社 (100.0%) 

完成工事高の増減 

完工高増減率 土 木 建 築 土木・建築 舗 装 合計 

＋20％以上 
14 社 5 社 3 社 1 社 23 社 

(13.5%) (29.4%) (20.0%) (10.0%) (15.8%) 

＋10％以上 

＋20％未満 

14 社 1 社 2 社 3 社 20 社 

(13.5%) (5.9%) (13.3%) (30.0%) (13.7%) 

0％以上 

＋10％未満 

23 社 3 社 6 社 3 社 35 社 

(22.1%) (17.6%) (40.0%) (30.0%) (24.0%) 

－10％以上 

0％未満 

26 社 4 社 0 社 2 社 32 社 

(25.0%) (23.5%) (0.0%) (20.0%) (21.9%) 

－20％以上 

－10％未満 

14 社 1 社 2 社 1 社 18 社 

(13.5%) (5.9%) (13.3%) (10.0%) (12.3%) 

－20％未満 
13 社 3 社 2 社 0 社 18 社 

(12.5%) (17.6%) (13.3%) (0.0%) (12.3%) 

合 計 
104 社 17 社 15 社 10 社 146 社 

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%)  

増収企業 
51 社 9 社 11 社 7 社 78 社 

(49.0%) (52.9%) (73.3%) (70.0%) (53.4%) 

減収企業 
53 社 8 社 4 社 3 社 68 社 

(51.0%) (47.1%) (26.7%) (30.0%) (46.6%) 
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エ 業種別の受注割合 

  

 業種別に公共／民間、元請／下請の

受注割合（平均値）を計算した結果は

右表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 業種別に公共工事・民間工事の比率を見ると、公共工事の割合が高い業種は、土木 84.6%、舗装

63.9%、土木・建築 60.8%、建築 31.0%の順となっており、公共工事の増減が経営状況を左右する状

況である。 

 

また、業種別に元請・下請の比率を見ると、元請の割合が高い業種は、建築 88.1%、土木・建

築 80.9%、 土木 77.9%、舗装 56.5%の順となっている。 

 

  

業種別の受注割合 

業種 企業数 
公共 民間 

元請 下請 元請 下請 

土 木 104社 68.8% 15.8% 9.1% 6.3% 

建 築 17 社 27.2% 3.8% 60.9% 8.1% 

土木・建築 15 社 50.3% 10.5% 30.6% 8.5% 

舗 装 10 社 47.8% 16.1% 8.7% 27.4% 

合計 146社 60.5% 13.9% 17.4% 8.2% 

68.8%

47.8%

50.3%

27.2%

15.8%

16.1%

10.5%

3.8%

9.1%

8.7%

30.6%

60.9%

6.3%

27.4%

8.5%

8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土 木

舗 装

土木・建築

建 築

公共工事・民間工事の比率

公共元請 公共下請 民間元請 民間下請

27.2%

50.3%

68.8%

47.8%

60.9%

30.6%

9.1%

8.7%

3.8%

10.5%

15.8%

16.1%

8.1%

8.5%

6.3%

27.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建 築

土木・建築

土 木

舗 装

元請工事・下請工事の比率

公共元請 民間元請 公共下請 民間下請

4



      

 

２．雇用について 

 

（１） 就業者数（回答 146 社） 

 

146 社の総就業者数は 4,357 人となっている。 

 

【職種別構成比】 

就業者の職種別構成比を見ると、最も多い技術職が 2,224 人(51.0%)と全就業者の半数を占めて

いる。次いで、事務・営業職 938 人(21.5%)、技能職 735 人(16.9%)、役員 460 人（10.6%）と続い

ており、現場を担う技術職・技能職の合計は 67.9%となっている。 

男性就業者の職種別構成比は、技術職が 56.8%、技能職が 19.5%、事務・営業職が 13.1%であり、

技術職・技能職の合計は 76.3%となっている。 

一方、女性就業者の職種別構成比は、事務・営業職が 65.9%、技術職が 20.9%、技能職が 2.9%で

あり、技術職・技能職の合計は 23.8%となっている。 

  

就業者数 

性
別 

職種 
年代 

合計 構成比 
～20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代～ 

男
性 

役員 2人 14人 84人 97人 125人 66人 388人 (10.6%) 

技術職 375人 229人 494人 532人 354人 94人 2,078人 (56.8%) 

技能職 140人 82人 152人 181人 112人 48人 715人 (19.5%) 

事務･営業職 52人 58人 99人 155人 88人 26人 478人 (13.1%) 

合計 569人 383人 829人 965人 679人 234人 3,659人 (100.0%) 

構成比 (15.6%) (10.5%) (22.7%) (26.4%) (18.6%) (6.4%) (100.0%) - 

女
性 

役員 0人 3人 12人 14人 25人 18人 72人 (10.3%) 

技術職 63人 21人 32人 25人 5人 0人 146人 (20.9%) 

技能職 15人 0人 2人 2人 1人 0人 20人 (2.9%) 

事務･営業職 71人 64人 136人 123人 56人 10人 460人 (65.9%) 

合計 149人 88人 182人 164人 87人 28人 698人 (100.0%) 

構成比 (21.3%) (12.6%) (26.1%) (23.5%) (12.5%) (4.0%) (100.0%) - 

男
女
計 

役員 2人 17人 96人 111人 150人 84人 460人 (10.6%) 

技術職 438人 250人 526人 557人 359人 94人 2,224人 (51.0%) 

技能職 155人 82人 154人 183人 113人 48人 735人 (16.9%) 

事務･営業職 123人 122人 235人 278人 144人 36人 938人 (21.5%) 

合計 718人 471人 1,011人 1,129人 766人 262人 4,357人 (100.0%) 

構成比 (16.5%) (10.8%) (23.2%) (25.9%) (17.6%) (6.0%) (100.0%) - 
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【年代別構成比】 

 就業者の年代別構成比を見ると、「～20 代」「30 代」の合計は 27.3%であり、全国建設業の 26.1%

と同程度であるが、全国全産業の 33.8%を下回っている。また、50 代以上の合計は 49.5%で、全国

建設業の 49.7%と同程度であり、全国全産業の 43.4%を上回っている。 

 令和元年度調査と比較すると、「～20 代」「30 代」の合計は 23.8%から 27.3%に上昇し、特に「～

20 代」は 13.1%から 16.5%に上昇したが、「30 代」は 10.7%から 10.8%と低調なままである。また、

50 代以上の合計は 48.0%から 49.5%に上昇し、特に「50 代」が 22.9%から 25.9%に上昇している。

10 年後には、若手は増加するものの、中堅である 40 代が大幅に減少して、60 代以上の割合が更に

高まると予想されるため、若手世代の採用・定着に引き続き取り組むとともに、若手世代が早く一

人前になれるよう計画的な育成が求められる。 

 

 地区別に見ると、「～20 代」「30 代」の合計は、金沢地区 33.1%、加賀地区 25.4%、能登地区 14.1%

であり、若手職員の割合は金沢地区が最も高い。また 50代以上の割合は、金沢地区 44.3%、加賀地

区 51.1%、能登地区 61.4%であり、能登地区は他地区より高齢化が進んでいる。 

547人

(13.1%)

607人

(13.8%)

648人

(14.8%)

732人

(15.7%)

718人

(16.5%)

56万人

(11.7%)

1,105万人

(16.4%)

448人

(10.7%)

502人

(11.4%)

463人

(10.5%)

483人

(10.3%)

471人

(10.8%)

69万人

(14.4%)

1,171万人

(17.4%)

1,185人

(28.3%)

1,185人

(26.9%)

1,139人

(25.9%)

1,130人

(24.2%)

1,011人

(23.2%)

116万人

(24.2%)

1,524万人

(22.7%)

958人

(22.9%)

1,050人

(23.8%)

1,069人

(24.3%)

1,208人

(25.8%)

1,129人

(25.9%)

115万人

(24.0%)

1,468万人

(21.8%)

821人

(19.6%)

834人

(18.9%)

811人

(18.5%)

851人

(18.2%)

766人

(17.6%)

123万人

(25.7%)

1,454万人

(21.6%)

230人

(5.5%)

230人

(5.2%)

263人

(6.0%)

272人

(5.8%)

262人

(6.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度調査(4189人)

令和２年度調査(4408人)

令和３年度調査(4393人)

令和４年度調査(4676人)

今回調査(4357人)

全国建設業(479万人)

全国全産業(6723万人)

就業者の年代別構成比

～20代 30代 40代 50代 60代 70代～

（全国建設業、全国全産業：総務省「労働力調査」2022年(令和4年)平均）

※労働力調査には70歳以上の階層がないため、全国建設業、全国全産業の「60代」には70歳以上の就業者が含まれている。

500人

(20.7%)

160人

(15.7%)

58人

(6.3%)

300人

(12.4%)

99人

(9.7%)

72人

(7.8%)

543人

(22.5%)

241人

(23.6%)

227人

(24.5%)

640人

(26.6%)

264人

(25.9%)

225人

(24.3%)

326人

(13.5%)

189人

(18.5%)

251人

(27.1%)

101人

(4.2%)

68人

(6.7%)

93人

(10.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(2410人)

加賀地区(1021人)

能登地区(926人)

就業者の年代別構成比（地区別）

～20代 30代 40代 50代 60代 70代～
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【男女別構成比】 

全就業者に占める女性の割合は 16.0%で、全国建設業の 17.7%を 1.7 ポイント下回っている。た

だし、女性技術職・技能職の割合は 5.6%で、全国建設業の 3.8%を 1.8 ポイント上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年代別に女性就業者の割合を見ると、「～20 代」は全国建設業より高く、30 代以上では全国建設

業よりも低くなっている。 

女性就業者の割合（全国全産業、全国建設業との比較） 

  
全国全産業 全国建設業 今回調査 

男性 女性 男女計 男性 女性 男女計 男性 女性 男女計 

～20 代 
568 万人 537 万人 1,105 万人 47 万人 9 万人 56 万人 569 人 149 人 718 人 

(51.4%) (48.6%) (100.0%) (83.9%) (16.1%) (100.0%) (79.2%) (20.8%) (100.0%) 

30 代 
650 万人 521 万人 1,171 万人 55 万人 14 万人 69 万人 383 人 88 人 471 人 

(55.5%) (44.5%) (100.0%) (79.7%) (20.3%) (100.0%) (81.3%) (18.7%) (100.0%) 

40 代 
832 万人 692 万人 1,524 万人 94 万人 22 万人 116 万人 829 人 182 人 1,011 人 

(54.6%) (45.4%) (100.0%) (81.0%) (19.0%) (100.0%) (82.0%) (18.0%) (100.0%) 

50 代 
803 万人 665 万人 1,468 万人 93 万人 20 万人 115 万人 965 人 164 人 1,129 人 

(54.7%) (45.3%) (100.0%) (80.9%) (17.4%) (100.0%) (85.5%) (14.5%) (100.0%) 

60 代～ 
846 万人 610 万人 1,454 万人 104 万人 19 万人 123 万人 913 人 115 人 1,028 人 

(58.2%) (42.0%) (100.0%) (84.6%) (15.4%) (100.0%) (88.8%) (11.2%) (100.0%) 

合計 
3,699 万人 3,024 万人 6,723 万人 394 万人 85 万人 479 万人 3,659 人 698 人 4,357 人 

(55.0%) (45.0%) (100.0%) (82.3%) (17.7%) (100.0%) (84.0%) (16.0%) (100.0%) 

（全国全産業、全国建設業：総務省「労働力調査」2022 年(令和 4 年)平均） 

※労働力調査の単位は万人単位のため、合計の端数が一致しない場合がある。 

 

また、過去の調査と比較すると、技術職・技能職における女性職員の割合は、女性技術者の定着

促進の取り組みの結果、2019 年度 3.9%から 2023 年度 5.6%へと上昇している。 

  

就業者全体及び技術職・技能職における男女比率 

  性別 就業者全体 技術職・技能職 

今回調査 

男 3,659 人 84.0% 2,793 人 94.4% 

女 698人 16.0% 166人 5.6% 

計 4,357 人 100.0% 2,959 人 100.0% 

全国建設業 

男 394万人 82.3% 326万人 96.2% 

女 85 万人 17.7% 13 万人 3.8% 

計 479万人 100.0% 339万人 100.0% 

全国全産業 

男 3,699 万人 55.0% 

  女 3,024 万人 45.0% 

計 6,723 万人 100.0% 

（全国建設業、全国全産業：総務省「労働力調査」2022 年（令和 4 年）平均） 

※労働力調査の単位は万人単位のため、合計の端数が一致しない場合がある。 

技術職・技能職の男女比率 

年度 男性 女性 合計 

2019 年度 2,723 人 (96.1%) 111人 (3.9%) 2,834 人 

2020 年度 2,928 人 (95.4%) 140人 (4.6%) 3,068 人 

2021 年度 2,864 人 (94.8%) 156人 (5.2%) 3,020 人 

2022 年度 3,002 人 (95.5%) 140人 (4.5%) 3,142 人 

2023 年度 2,793 人 (94.4%) 166人 (5.6%) 2,959 人 
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（２） 採用状況（回答 146 社） 

 

 2021 年度、2022 年度および 2023年 4 月における採用状況を確認した。 

 

【採用人数】 

2021年度と2022年度の採用実績を比較すると、採用人数は2021年度242人、2022年度248人であ

り、ほぼ同程度である。また、2023年4月の採用人数は202人であるが、年度末に向けて中途採用

人数が増加する見込みである。 

 

採用人数の推移 

採用年次/採用区分 
2021 

年度採用 

2022 

年度採用 

2023 年 

4 月採用 

対前年度 

増減率 

新卒計     110人 117人 99 人 ▲ 15.4% 

  技術職新卒計 75 人 79 人 68 人 ▲ 13.9% 

    高校 38 人 45 人 35 人 ▲ 22.2% 

    短大・高専 8 人 7 人 8 人 ＋14.3% 

    大学・大学院 29 人 27 人 25 人 ▲ 7.4% 

  技能職新卒計 18 人 14 人 16 人 ＋14.3% 

    高校 16 人 12 人 12 人 ＋0.0% 

    短大・高専 1 人 1 人 1 人 ＋0.0% 

    大学・大学院 1 人 1 人 3 人 ＋200.0% 

  事務・営業職新卒計 17 人 24 人 15 人 ▲ 37.5% 

    高校 2 人 4 人 9 人 ＋125.0% 

    短大・高専 2 人 3 人 0 人 ▲ 100.0% 

    大学・大学院 13 人 17 人 6 人 ▲ 64.7% 

中途計     132人 131人 103人 ▲ 21.4% 

  技術職 55 人 50 人 57 人 ＋14.0% 

  技能職 44 人 54 人 30 人 ▲ 44.4% 

  事務・営業職 33 人 27 人 16 人 ▲ 40.7% 

合計     242人 248人 202人 ▲ 18.5% 

技術職・技能職 計 192人 197人 171人 ▲ 13.2% 

  技術職計 130人 129人 125人 ▲ 3.1% 

  技能職計 62 人 68 人 46 人 ▲ 32.4% 

事務・営業職計 50 人 51 人 31 人 ▲ 39.2% 

※この表では、採用計画の有無に関わらず採用した人数を集計している。 

 

 

  

8



      

 

【採用企業数】 

2021 年度と 2022 年度の採用実績を比較すると、採用企業数は 2021 年度 84 社から 2022 年度 88

社に増加した。このうち、新卒採用企業(「新卒のみ」と「新卒・中途両方」の合計）は 2021 年度

42 社、2022 年度 41 社である。一方、中途採用企業(「中途のみ」と「新卒・中途両方」の合計）

は 2021 年度 66 社、2022年度 68 社であり、新卒採用企業数、中途採用企業数とも大きな変動はな

い。 

 

また、2023年4月の採用企業数は67社(このうち、新卒採用企業41社、中途採用企業41社)に減少

しているが、年度末に向けて中途採用の企業数は増加すると思われる。 

 

新卒採用より中途採用の企業数が多い理由として、即戦力を優先して採用していると考えられ

るほか、新卒の就職希望者が集まらず採用予定の需要が満たされないために中途採用で補ってい

ると考えられる。 

 

【採用計画企業数】 

2024年度に向けて採用計画を有する企業は110社(75.3%)であり、多くの企業が採用を希望して

いる。（無回答12社については「採用計画なし」と判断した。） 

  

80社(54.8%)

84社(57.5%)

77社(52.7%)

110社(75.3%)

66社(45.2%)

62社(42.5%)

69社(47.3%)

36社(24.7%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021年度採用(146社)

2022年度採用(146社)

2023年度採用(146社)

2024年度採用(146社)

採用計画の有無について

採用計画あり 採用計画なし

18社

(12.3%)

20社

(13.7%)

26社

(17.8%)

24社

(16.4%)

21社

(14.4%)

15社

(10.3%)

42社

(28.8%)

47社

(32.2%)

26社

(17.8%)

0社 20社 40社 60社 80社 100社

2021年度

2022年度

2023年4月

採用実績（企業数）の推移

新卒のみ 新卒・中途両方 中途のみ

84社

(57.5%)

88社

(60.3%)

67社

(45.9%)
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【採用計画数】 

2024年度の採用計画数は537人であり、内訳は、技術職345人、技能職135人、事務・営業職57人

である。人手不足を反映して、労働需要の高い状態が何年も続いている。 

技術職の採用計画数345人のうち、新卒は213人、中途は132人であり、新卒採用の希望が多い。

若いうちから育てて、長期間活躍してくれる人材へのニーズが高いと考えられる。 

また、技能職の採用計画数135人のうち、新卒は60人、中途は75人であり、技術職に比べて中途

採用のニーズが高い。 

 

職種別採用計画数の推移 

採用年次/採用区分 
2021 年度 

採用計画 

2022 年度 

採用計画 

2023 年度 

採用計画 

2024 年度 

採用計画 

対前年度 

増減率 

技
術
職 

新
卒 

高校新卒 95 人 99 人 93 人 116人 ＋24.7% 

短大・高専新卒 26 人 25 人 22 人 28 人 ＋27.3% 

大学・大学院新卒 58 人 47 人 55 人 69 人 ＋25.5% 

新卒計 179人 171人 170人 213人 ＋25.3% 

中途採用 72 人 72 人 103人 132人 ＋28.2% 

技術職計 251人 243人 273人 345人 ＋26.4% 

技
能
職 

新
卒 

高校新卒 36 人 33 人 30 人 50 人 ＋66.7% 

短大・高専新卒 2 人 2 人 2 人 4 人 ＋100.0% 

大学・大学院新卒 3 人 4 人 3 人 6 人 ＋100.0% 

新卒計 41 人 39 人 35 人 60 人 ＋71.4% 

中途採用 31 人 28 人 24 人 75 人 ＋212.5% 

技能職計 72 人 67 人 59 人 135人 ＋128.8% 

技術職・技能職計 323人 310人 332人 480人 ＋44.6% 

事
務
・
営
業
職 

新
卒 

高校新卒 2 人 5 人 10 人 6 人 ▲ 40.0% 

短大・高専新卒 0 人 1 人 1 人 1 人 ＋0.0% 

大学・大学院新卒 13 人 16 人 11 人 15 人 ＋36.4% 

新卒計 15 人 22 人 22 人 22 人 ＋0.0% 

中途採用 12 人 6 人 21 人 35 人 ＋66.7% 

事務・営業職計 27 人 28 人 43 人 57 人 ＋32.6% 

合 計 350人 338人 375人 537人 ＋43.2% 
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【充足率】 

充足率（採用計画数に占める採用人数の割合）を計算して、人材需要の充足状況を確認した。 

2021 年度と 2022 年度の採用実績を比較すると、充足率は 2021 年度 59.4%から 2022 年度 63.9%

に上昇した。新卒採用では 2021 年度 43.8%から 2022 年度 49.1%に上昇し、中途採用では 2021年度

91.3%から 2022 年度 96.2%に上昇している。 

また、2023年4月採用の充足率は48.8%である。新卒採用の充足率は41.9%であり、2022年度に比

べて低下しているが、中途採用の充足率59.5%は年度末に向けて更に上昇すると思われる。 

ただし、技術職に限定すると、新卒採用の充足率は各年度とも5割を下回っており、中途採用で

人材の充足を図ろうとするものの、新卒・中途採用を含めても充足率は5割を下回っている。また、

技能職についても、新卒採用の充足率は5割を下回っており、新卒採用で厳しい状況が続いている。 

 

採用計画数に対する採用人数 

採用区分／採用年次 
2021年度採用 2022年度採用 2023年 4月採用 

採用人数／計画数 充足率 採用人数／計画数 充足率 採用人数／計画数 充足率 

技
術
職 

新
卒 

高校新卒 34 ／ 95 35.8% 44 ／ 99 44.4% 34 ／ 93 36.6% 

短大・高専新卒 8 ／ 26 30.8% 7 ／ 25 28.0% 7 ／ 22 31.8% 

大学・大学院新卒 29 ／ 58 50.0% 27 ／ 47 57.4% 25 ／ 55 45.5% 

小計 71 ／ 179 39.7% 78 ／ 171 45.6% 66 ／ 170 38.8% 

中途採用 48 ／ 72 66.7% 41 ／ 72 56.9% 50 ／ 103 48.5% 

技術職計 119 ／ 251 47.4% 119 ／ 243 49.0% 116 ／ 273 42.5% 

技
能
職 

新
卒 

高校新卒 15 ／ 36 41.7% 11 ／ 33 33.3% 11 ／ 30 36.7% 

短大・高専新卒 1 ／ 2 50.0% 1 ／ 2 50.0% 1 ／ 2 50.0% 

大学・大学院新卒 1 ／ 3 33.3% 1 ／ 4 25.0% 3 ／ 3 100.0% 

小計 17 ／ 41 41.5% 13 ／ 39 33.3% 15 ／ 35 42.9% 

中途採用 30 ／ 31 96.8% 38 ／ 28 135.7% 26   24 108.3% 

技能職計 47 ／ 72 65.3% 51 ／ 67 76.1% 41 ／ 59 69.5% 

技術職・技能職計 166 ／ 323 51.4% 170 ／ 310 54.8% 157 ／ 332 47.3% 

事
務
・
営
業
職 

新
卒 

高校新卒 2 ／ 2 100.0% 4 ／ 5 80.0% 8 ／ 10 80.0% 

短大・高専新卒 1 ／ 0 - 2 ／ 1 200.0% 0 ／ 1 0.0% 

大学・大学院新卒 12 ／ 13 92.3% 17 ／ 16 106.3% 6 ／ 11 54.5% 

小計 15 ／ 15 100.0% 23 ／ 22 104.5% 14 ／ 22 63.6% 

中途採用 27 ／ 12 225.0% 23 ／ 6 383.3% 12 ／ 21 57.1% 

事務・営業職計 42 ／ 27 155.6% 46 ／ 28 164.3% 26 ／ 43 60.5% 

新卒計 103 ／ 235 43.8% 114 ／ 232 49.1% 95 ／ 227 41.9% 

中途計 105 ／ 115 91.3% 102 ／ 106 96.2% 88 ／ 148 59.5% 

合 計 208 ／ 350 59.4% 216 ／ 338 63.9% 183 ／ 375 48.8% 

※この表では「採用計画を有する企業」が採用した人数を集計しているため、合計人数が 8 ページの表と一致しない。 
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技術職の充足率を地区別に見ると、新卒（2023年 4 月採用）では金沢地区 45.6%、加賀地区 41.9%

に対して、能登地区 4.2%であり、能登地区の充足率は金沢地区、加賀地区に比べて低くなってい

る。 

 

技能職の充足率を地区別に見ると、新卒（2023年 4 月採用）では金沢地区 57.1%、加賀地区 54.5%

に対して、能登地区 10.0%であり、技術職と同様、能登地区の充足率は金沢地区、加賀地区に比べ

て低くなっている。 

50.4%

20.9% 21.7%

63.6%

81.8%

52.9%54.9%

47.8%

0.0%

56.7%

79.2%

27.8%

45.6%
41.9%

4.2%

61.2%

43.8%

10.0%

0%

50%

100%

新卒（金沢） 新卒（加賀） 新卒（能登） 中途（金沢） 中途（加賀） 中途（能登）

充足率（採用人数/採用計画数）の推移（技術職）

2021年度 2022年度 2023年4月

52.6%
50.0%

16.7%

44.4%

52.9%

33.3%

7.7%

75.0%

57.1%

54.5%

10.0%

35.3%

0%

50%

100%

新卒（金沢） 新卒（加賀） 新卒（能登） 中途（金沢） 中途（加賀） 中途（能登）

充足率（採用人数/採用計画数）の推移（技能職）

2021年度 2022年度 2023年4月

220.0% 350.0% 137.5% 200.0%
300.0%

115.0%
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【採用計画と採用実績との関係】 

2021 年度および 2022 年度の採用に関し、「採用計画の有無」と「採用の有無」について聞いたと

ころ、採用計画がある企業は 7 割以上が実際の採用に至っている。一方、採用計画がない企業につ

いては、採用率は 2021年度で 37.9%、2022 年度で 37.1%に留まっている。 

なお、2023年 4 月は年度当初の実績であるため、2021 年度、2022 年度に比べて「採用あり」の

割合は低くなっている。 

 

 

【本節のまとめ】 

少子高齢化に伴う生産年齢人口が減少している中で、施工現場を支える技術者・技能者の確保は

喫緊の課題である。そのためには、中途採用により担い手を確保するとともに、働き方改革など就

労環境の改善等を図り、建設業のやりがいや魅力を広く発信することで、公務員や大手ゼネコン、

他産業を志望する学生が地元建設企業に就職するよう、新規入職者の確保に向けて引き続き働きか

けていく必要がある。 

 

 

  

59社(73.8%)

25社(37.9%)

84社(57.5%)

65社(77.4%)

23社(37.1%)

88社(60.3%)
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62社(42.5%)
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58社(39.7%)

24社(31.2%)
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79社(54.1%)
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（３） 採用者の離職の状況（回答 146社） 

 

2021年度、2022年度および2023年4月に採用した職員について、2023年8月までの離職状況を確認

した。 

2021年度採用人数242人に対する離職者数は66人であり、2年5ヶ月間（2021年4月～2023年8月）

の離職率は27.3%である。以降では、2021年度採用者における2年5ヶ月間の離職率を「3年以内離職

率」として取り扱う（表の赤枠の部分）。3年以内離職率を年度別に見ると、2021年度8.7%、2022年

度12.0%、2023年度6.6%であり、入社1年目、2年目とも高い離職率を示している。また、3年以内離

職率を男女別に見ると男性28.5%、女性21.4%であり、新卒／中途別に見ると新卒採用25.5%、中途

採用28.8%であった。 

採用者の離職状況（全体） 

採用年次/採用区分 
採用 

人数 

2021 年度 2022 年度 2023 年度 合計 

離職者数 離職率 離職者数 離職率 離職者数 離職率 離職者数 離職率 

2021 年度

採用 

男性 

／女性 

男性 200 人 20 人 10.0% 25 人 12.5% 12 人 6.0% 57 人 28.5% 

女性 42 人 1 人 2.4% 4 人 9.5% 4 人 9.5% 9 人 21.4% 

新卒 

／中途 

新卒 110 人 11 人 10.0% 10 人 9.1% 7 人 6.4% 28 人 25.5% 

中途 132 人 10 人 7.6% 19 人 14.4% 9 人 6.8% 38 人 28.8% 

計 242 人 21 人 8.7% 29 人 12.0% 16 人 6.6% 66 人 27.3% 

2022 年度

採用 

男性 

／女性 

男性 212 人     20 人 9.4% 11 人 5.2% 31 人 14.6% 

女性 36 人     6 人 16.7% 3 人 8.3% 9 人 25.0% 

新卒 

／中途 

新卒 117 人     9 人 7.7% 5 人 4.3% 14 人 12.0% 

中途 131 人     17 人 13.0% 9 人 6.9% 26 人 19.8% 

計 248 人     26 人 10.5% 14 人 5.6% 40 人 16.1% 

2023 年 

4 月採用 

男性 

／女性 

男性 160 人         6 人 3.8% 6 人 3.8% 

女性 42 人         2 人 4.8% 2 人 4.8% 

新卒 

／中途 

新卒 99 人         2 人 2.0% 2 人 2.0% 

中途 103 人         6 人 5.8% 6 人 5.8% 

計 202 人         8 人 4.0% 8 人 4.0% 

技術職では、2021年度採用人数130人に対する離職者数は37人であり、3年以内離職率は28.5%で

ある。3年以内離職率を年度別に見ると、2021年度11.5%、2022年度9.2%、2023年度7.7%であった。

また、男女別に見ると男性25.9%、女性44.4%であり、女性職員の離職率が男性職員に比べて高くな

っている。新卒／中途別に見ると新卒採用25.3%、中途採用32.7%であった。 

採用者の離職状況（技術職） 

採用年次/採用区分 
採用 

人数 

2021 年度 2022 年度 2023 年度 合計 

離職者数 離職率 離職者数 離職率 離職者数 離職率 離職者数 離職率 

2021 年度

採用 

男性 

／女性 

男性 112 人 14 人 12.5% 9 人 8.0% 6 人 5.4% 29 人 25.9% 

女性 18 人 1 人 5.6% 3 人 16.7% 4 人 22.2% 8 人 44.4% 

新卒 

／中途 

新卒 75 人 9 人 12.0% 6 人 8.0% 4 人 5.3% 19 人 25.3% 

中途 55 人 6 人 10.9% 6 人 10.9% 6 人 10.9% 18 人 32.7% 

計 130 人 15 人 11.5% 12 人 9.2% 10 人 7.7% 37 人 28.5% 

2022 年度

採用 

男性 

／女性 

男性 119 人     12 人 10.1% 7 人 5.9% 19 人 16.0% 

女性 10 人     1 人 10.0% 1 人 10.0% 2 人 20.0% 

新卒 

／中途 

新卒 79 人     8 人 10.1% 3 人 3.8% 11 人 13.9% 

中途 50 人     5 人 10.0% 5 人 10.0% 10 人 20.0% 

計 129 人     13 人 10.1% 8 人 6.2% 21 人 16.3% 

2023 年 

4 月採用 

男性 

／女性 

男性 106 人         2 人 1.9% 2 人 1.9% 

女性 19 人         1 人 5.3% 1 人 5.3% 

新卒 

／中途 

新卒 68 人         2 人 2.9% 2 人 2.9% 

中途 57 人         1 人 1.8% 1 人 1.8% 

計 125 人         3 人 2.4% 3 人 2.4% 
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技能職では、2021 年度採用人数 62人に対する離職者数は 22 人である。3 年以内離職率は 35.5%

であり、技術職の 3 年間離職率（28.5%）に比べて高い。3 年以内離職率を年度別に見ると、2021年

度 6.5%、2022 年度 21.0%、2023 年度 8.1%であった。また、新卒／中途別に見ると新卒採用 44.4%、

中途採用 31.8%であった。 

採用者の離職状況（技能職） 

採用年次/採用区分 
採用 

人数 

2021 年度 2022 年度 2023 年度 合計 

離職者数 離職率 離職者数 離職率 離職者数 離職率 離職者数 離職率 

2021 年度

採用 

男性 

／女性 

男性 62 人 4 人 6.5% 13 人 21.0% 5 人 8.1% 22 人 35.5% 

女性 0 人 0 人 － 0 人 － 0 人 － 0 人 － 

新卒 

／中途 

新卒 18 人 2 人 11.1% 3 人 16.7% 3 人 16.7% 8 人 44.4% 

中途 44 人 2 人 4.5% 10 人 22.7% 2 人 4.5% 14 人 31.8% 

計 62 人 4 人 6.5% 13 人 21.0% 5 人 8.1% 22 人 35.5% 

2022 年度

採用 

男性 

／女性 

男性 67 人     6 人 9.0% 3 人 4.5% 9 人 13.4% 

女性 1 人     0 人 0.0% 0 人 0.0% 0 人 0.0% 

新卒 

／中途 

新卒 14 人     0 人 0.0% 0 人 0.0% 0 人 0.0% 

中途 54 人     6 人 11.1% 3 人 5.6% 9 人 16.7% 

計 68 人     6 人 8.8% 3 人 4.4% 9 人 13.2% 

2023 年 

4 月採用 

男性 

／女性 

男性 41 人         4 人 9.8% 4 人 9.8% 

女性 5 人         0 人 0.0% 0 人 0.0% 

新卒 

／中途 

新卒 16 人         0 人 0.0% 0 人 0.0% 

中途 30 人         4 人 13.3% 4 人 13.3% 

計 46 人         4 人 8.7% 4 人 8.7% 

 

新卒採用から 3 年以内の離職率は全国全産業で 35.2%、全国製造業で 23.9%、全国建設業で 36.1%

となっている。今回調査における新卒採用の 3年以内離職率(25.5%)は、全国建設業を 10.6 ポイント

下回っているものの、製造業を 1.6ポイント上回っているため、今後も各企業が若者の定着に向けた

取り組みを進める必要がある。特に 1～2 年目に離職する割合が高くなる傾向があるため、入社前に

業務内容の説明を十分に行い認識のミスマッチによる離職を防ぐこと、処遇・職場環境の改善を進め

て離職を防止することが重要である。 

 

  

新卒採用の 3 年以内離職率（全国：2020 年 3 月卒） 

  

全産業 製造業 建設業 

就職者数 離職者数 離職率 就職者数 離職者数 離職率 就職者数 離職者数 離職率 

中学卒 857 人 453 人 52.9% 318 人 77 人 24.2% 279 人 198 人 71.0% 

高校卒 169,481 人 62,694 人 37.0% 71,367 人 19,698 人 27.6% 14,529 人 6,167 人 42.4% 

短大等卒 142,920 人 60,839 人 42.6% 9,959 人 3,155 人 31.7% 4,566 人 1,898 人 41.6% 

大学卒 458,464 人 148,016 人 32.3% 69,264 人 13,188 人 19.0% 20,875 人 6,273 人 30.1% 

合計 771,722 人 272,002 人 35.2% 150,908 人 36,118 人 23.9% 40,249 人 14,536 人 36.1% 

  出典：厚生労働省「新規学卒者の産業別離職状況」 
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（４） 離職の状況（回答 146 社） 

 

2022 年度の離職者の有無を聞いたところ、146社中 72 社(49.3%)が「離職者あり」と回答してい

る。業種別に見ると、舗装は 10 社中 8 社(80.0%)、土木・建築は 15 社中 11 社(73.3%)で離職が発

生している。 

 

完工高別に見ると、30億円以上の階層では 10社中 10 社(100%)、10～30 億円の階層では 28 社中

22 社(78.6%)が「離職者あり」と回答している。 

 

地区別では、金沢地区は 46 社中 28 社（60.9%）、加賀地区は 51 社中 24 社（47.1%）、能登地区は

49 社中 20 社(40.8%)で「離職者あり」と回答している。 

44社(42.3%)

9社(52.9%)

11社(73.3%)

8社(80.0%)

72社(49.3%)

60社(57.7%)

8社(47.1%)

4社(26.7%)

2社(20.0%)

74社(50.7%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木(104社)

建築(17社)

土木・建築(15社)

舗装(10社)

合計(146社)

離職者の有無（業種別）

離職者あり 離職者なし

2社(28.6%)

24社(36.4%)

14社(40.0%)

22社(78.6%)

10社(100.0%)

5社(71.4%)

42社(63.6%)

21社(60.0%)

6社(21.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(7社)

1～5億円(66社)

5～10億円(35社)

10～30億円(28社)

30億円以上(10社)

離職者の有無（完工高別）

離職者あり 離職者なし

28社(60.9%)

24社(47.1%)

20社(40.8%)

18社(39.1%)

27社(52.9%)

29社(59.2%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(46社)

加賀地区(51社)

能登地区(49社)

離職者の有無（地区別）

離職者あり 離職者なし
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【離職者数】 

2022 年度の離職者数は 218 人である。離職事由は、「自己都合（高齢を理由とした離職を除く）」

が 171 人(78.4%)と最も多く、次いで「定年退職（高齢を理由とした離職を含む）」43 人(19.7%)、

「その他」3人(1.4%)、「会社都合」1人（0.5%）と続いている。 

職種別に見ると、「定年退職」の割合は技術職（15.4%）が技能職（13.3%）より若干高く、「自己

都合」の割合は技能職（86.7%）が技術職（82.3%）より高くなっている。 

また、男女別に見ると、「定年退職」の割合は男性（22.1%）が女性（3.6%）より高く、「自己都合」

の割合は女性（92.9%）が男性（76.3%）より高い。 

なお、離職者数と離職率（役員を除く就業者数に占める離職者数の割合）について、過去の調査

結果と比較すると、離職者数は 2018年度の 256人から 2022年度の 218人に減少し、離職率は 2018

年度の 6.9%から 2022 年度の 5.6%に低下している。（2019 年度は離職者数のデータなし。） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

20人(15.4%)

6人(13.3%)

17人(39.5%)

43人(19.7%)

107人(82.3%)

39人(86.7%)

25人(58.1%)

171人(78.4%)

1人(0.8%)

1人(0.5%)

2人(1.5%)

1人(2.3%)

3人(1.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術職(130人)

技能職(45人)

事務・営業職(43人)

合計(218人)

離職者数（職種別・離職事由別）

定年退職 自己都合 会社都合 その他

42人(22.1%)

1人(3.6%)

145人(76.3%)

26人(92.9%)

1人(0.5%)

2人(1.1%)

1人(3.6%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性(190人)

女性( 28人)

離職者数（男女別・離職事由別）

定年退職 自己都合 会社都合 その他

256人

211人
196人

218人

6.9%

5.4%
4.7%

5.6%

0.0%

1.5%

3.0%

4.5%

6.0%

7.5%

9.0%

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

2018年度

離職者

2020年度

離職者

2021年度

離職者

2022年度

離職者

離職者数、離職率の推移

離職者数 離職率
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（５） 入職者数に対する離職者数の割合（回答 146 社） 

 

2022 年度における入職者数と離職者数を聞いたところ、入職者数 248 人に対し、離職者数は 218

人であり、入職者数に対する離職者数の割合は 87.9%となっている。 

 入職者数に対する離職者数の割合を男女別に見ると、男性 89.6%、 女性 77.8%であり、令和 4 年

度調査(男性 78.5%、女性 43.8%)に比べて男女とも割合が上昇している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、2022 年度における「入職者数に占める女性の割合」は 14.5%（入職者数 248 人、うち男性

212 人、女性 36 人）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 全国建設業協会が 2020 年 3 月に策定した「地域建設業における女性の定着促進に向けたロード

マップ」では次の目標を掲げており、2024 年までフォローアップを行う予定である。 

  

入職者数に対する離職者数の割合 

    入職者数（A） 離職者数（B） 
離職者数 

入職者数 
(B/A) 

女

性 

技術職 10 人 14 人 140.0% 

技能職 1 人 2 人 200.0% 

事務・営業職 25 人 12 人 48.0% 

合計 36 人 28 人 77.8% 

男

性 

技術職 119人 116人 97.5% 

技能職 67 人 43 人 64.2% 

事務・営業職 26 人 31 人 119.2% 

合計 212人 190人 89.6% 

合計 248人 218人 87.9% 

女性の定着促進に向けた取組目標 

 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 

女性の入職者数に対する離職者数の割合 47.2% 70.8% 43.8% 77.8% 

入職者数に占める女性の割合 18.2% 17.6% 17.7% 14.5% 

① 「女性の入職者数に対する離職者数の割合」を 2024年までの間、前年度比で減少させる。 

② 「入職者数に占める女性の割合」を 2024 年までの間、前年度比で増加させる。 
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（６） 従業員の過不足感（回答 146 社） 

 

従業員の過不足感について職種別に聞いたところ、「不足」「やや不足」の合計は、技術職では 119

社（81.5%）、技能職では 86 社（58.9%）、事務・営業職では 38 社（26.0%）となっており、技術職・

技能職は特に不足している。 

① 技術職の過不足感 

技術職の過不足感を業種別に見ると、「不足」「やや不足」の合計は、土木・建築、舗装が 100%、

土木が 77.8%、建築が 76.5%である。どの業種も「不足」「やや不足」が圧倒的多数を占めている。 

 

技術職で「不足」「やや不足」と回答した 119 社について、地区別、完工高別の企業数とグルー

プごとの割合を計算した。地区別に見ると、「不足」「やや不足」の割合は、金沢地区 89.1%、加賀

地区 74.5%、能登地区 81.6%であり、どの地区でも圧倒的多数を占めている。また、完工高別に見

ると、5 億円以上のすべての階層で「不足」「やや不足」の合計が 80%を超えている。 

技術職で「不足」「やや不足」と回答した企業数（地区別・完工高別） 

完工高 金沢地区 加賀地区 能登地区 合計 

1億円未満 0社/ 1社 0.0% 1社/ 1社 100.0% 3社/ 5社 60.0% 4社/ 7社 57.1% 

1～5億円 6社/ 8社 75.0% 16社/28社 57.1% 25社/30社 83.3% 47社/66社 71.2% 

5～10億円 12社/14社 85.7% 10社/10社 100.0% 9社/11社 81.8% 31社/35社 88.6% 

10～30億円 17社/17社 100.0% 9社/10社 90.0% 1社/ 1社 100.0% 27社/28社 96.4% 

30億円以上 6社/ 6社 100.0% 2社/ 2社 100.0% 2社/ 2社 100.0% 10社/10社 100.0% 

合計 41社/46社 89.1% 38社/51社 74.5% 40社/49社 81.6% 119社/146社 81.5% 

5社

(3.4%)

2社

(1.4%)

8社

(5.5%)

20社

(13.7%)

34社

(23.3%)

93社

(63.7%)

57社

(39.0%)

49社

(33.6%)

27社

(18.5%)

62社

(42.5%)

37社

(25.3%)

11社

(7.5%)

2社

(1.4%)

24社

(16.4%)

7社

(4.8%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術職(146社)

技能職(146社)

事務・営業職(146社)

従業員の過不足感（全体）

過剰 やや過剰 ちょうどよい やや不足 不足 無回答

4社

(3.8%)

1社

(5.9%)

17社

(16.3%)

3社

(17.6%)

38社

(36.5%)

5社

(29.4%)

10社

(66.7%)

4社

(40.0%)

43社

(41.3%)

8社

(47.1%)

5社

(33.3%)

6社

(60.0%)

2社

(1.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木(104社)

建築(17社)

土木・建築(15社)

舗装(10社)

技術職の過不足感（業種別）

過剰 やや過剰 ちょうどよい やや不足 不足 無回答
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② 技能職の過不足感 

 

技能職の過不足感を業種別に見ると、「不足」「やや不足」の合計は、舗装が 80.0%、土木が 63.4%、

土木・建築が 60.0%と半数を超えている。 

 

技能職で「不足」「やや不足」と回答した 86 社について、地区別、完工高別の企業数とグループ

ごとの割合を計算した。地区別に見ると、「不足」「やや不足」の割合は、能登地区が 73.5%と最も

高く、金沢地区が 43.5%と最も低い。また、完工高別に見ると、「不足」「やや不足」の合計は、1～

5 億円の階層が 65.2%と高めである。 

 

 

  

技能職で「不足」「やや不足」と回答した企業数（地区別・完工高別） 

完工高 金沢地区 加賀地区 能登地区 合計 

1億円未満 0社/ 1社 0.0% 1社/ 1社 100.0% 3社/ 5社 60.0% 4社/ 7社 57.1% 

1～5億円 2社/ 8社 25.0% 17社/28社 60.7% 24社/30社 80.0% 43社/66社 65.2% 

5～10億円 6社/14社 42.9% 7社/10社 70.0% 7社/11社 63.6% 20社/35社 57.1% 

10～30億円 9社/17社 52.9% 5社/10社 50.0% 0社/ 1社 0.0% 14社/28社 50.0% 

30億円以上 3社/ 6社 50.0% 0社/ 2社 0.0% 2社/ 2社 100.0% 5社/10社 50.0% 

合計 20社/46社 43.5% 30社/51社 58.8% 36社/49社 73.5% 86社/146社 58.9% 

2社

(1.9%)

23社

(22.1%)

7社

(41.2%)

2社

(13.3%)

2社

(20.0%)

36社

(34.6%)

3社

(17.6%)

4社

(26.7%)

6社

(60.0%)

30社

(28.8%)

5社

(33.3%)

2社

(20.0%)

13社

(12.5%)

7社

(41.2%)

4社

(26.7%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木(104社)

建築(17社)

土木・建築(15社)

舗装(10社)

技能職の過不足感（業種別）

過剰 やや過剰 ちょうどよい やや不足 不足 無回答
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（７） 従業員不足を解消するために実施した取り組み（回答 146 社 該当するものを全て選択） 

 

 従業員不足を解消するために実施した取り組みのうち、人材確保の取り組みについては、「ハロ

ーワークに中途採用の求人を行った」94 社(64.4%)が最も多く、次いで「普通科高校への求人を行

った」70 社(47.9%)、「ホームページ・ＳＮＳ等による情報発信を行った」62 社(42.5%)となってお

り、実施しやすい施策から取り組みが進められている。 

また人材定着の取り組みについては、「給料を増やした」102 社(69.9%)が最も多く、次いで「休

日を増やした」92 社(63.0%)となっており、給料、休日といった従業員および求職者に見えやすく

即効性の高い取り組みから進められている。 

令和 4 年度調査と比較すると、「縁故による採用を増やした」が 6.3 ポイント、「給料を増やした」

が 6.7 ポイントそれぞれ上昇している。 

71社(46.7%)

68社(44.7%)

31社(20.4%)

32社(21.1%)

44社(28.9%)

8社(5.3%)

96社(63.2%)

93社(61.2%)

45社(29.6%)

50社(32.9%)

26社(17.1%)

20社(13.2%)

10社(6.6%)

94社(64.4%)

70社(47.9%)

62社(42.5%)

43社(29.5%)

39社(26.7%)

28社(19.2%)

26社(17.8%)

8社(5.5%)

8社(5.5%)

102社(69.9%)

92社(63.0%)

48社(32.9%)

37社(25.3%)

21社(14.4%)

21社(14.4%)

8社(5.5%)

ハローワークに中途採用

の求人を行った

普通科高校への求人を行った

ホームページ・ＳＮＳ等

による情報発信を行った

求人（就職）情報サイトに登録した

縁故による採用を増やした

会社説明会を開催した、

合同会社説明会に参加した

人材紹介会社を利用した

テレビ・ラジオＣＭを実施した

人材派遣会社を利用した（施工管理、

ＣＡＤ、事務作業等の派遣職員の活用）

給料を増やした

休日を増やした

福利厚生を充実した

職場・現場の作業環境を改善した

職場・現場の人間関係を改善した

人材育成制度を充実させた

キャリアパスを明確にした

0% 20% 40% 60% 80%

従業員不足を解消するために実施した取り組み

令和4年度調査(152社) 今回調査(146社)

人
材
確
保
の
取
り
組
み

人
材
定
着
の
取
り
組
み

※「ハローワークに中途採用の求人を行った」、「求人（就職）情報サイトに登録した」、「人材派遣会社を利用した

（施工管理、ＣＡＤ、事務作業等の派遣職員の活用）」は今回調査から追加した。
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【有効と思った取り組み】 

従業員不足解消の取り組みを実施した企業に、取り組みの効果を確認した。 

人材確保の取り組みのうち「効果があった・少し効果があった」の割合が高いものは、「縁故に

よる採用を増やした」74.4%、「会社説明会を開催した、合同会社説明会に参加した」64.3%であり、

担い手確保のために能動的に活動することも効果的と考えられる。また、人材定着の取り組みは、

いずれも「効果があった・少し効果があった」の割合が高かった。 

人材確保・定着のためには建設企業が誇りとやりがいのある魅力的な職場となる必要がある。「給

料を増やした」67.6%、「休日を増やした」67.4%、「福利厚生を充実した」64.6% 等の処遇改善の取

り組みは、従業員および求職者に見えやすく即効性が高いため、人材確保・定着には不可欠である

が、誇りとやりがいのある魅力的な職場となるには、処遇改善に加えて、「職場・現場の人間関係

を改善した」71.4%、「職場・現場の作業関係を改善した」59.5%、「キャリアパスを明確にした」62.5%、

「人材育成制度を充実させた」57.1%等の施策も重要である。 

 

29社

(74.4%)

18社

(64.3%)

4社

(50.0%)

12社

(46.2%)

22社

(35.5%)

29社

(30.9%)

13社

(30.2%)

21社

(30.0%)

2社

(25.0%)

15社

(71.4%)

69社

(67.6%)

62社

(67.4%)

31社

(64.6%)

5社

(62.5%)

22社

(59.5%)

12社

(57.1%)

10社

(25.6%)

10社

(35.7%)

2社

(25.0%)

12社

(46.2%)

28社

(45.2%)

59社

(62.8%)

27社

(62.8%)

45社

(64.3%)

3社

(37.5%)

2社

(9.5%)

12社

(11.8%)

10社

(10.9%)

9社

(18.8%)

1社

(12.5%)

8社

(21.6%)

5社

(23.8%)

2社

(25.0%)

2社

(7.7%)

12社

(19.4%)

6社

(6.4%)

3社

(7.0%)

4社

(5.7%)

3社

(37.5%)

4社

(19.0%)

21社

(20.6%)

20社

(21.7%)

8社

(16.7%)

2社

(25.0%)

7社

(18.9%)

4社

(19.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

縁故による採用を増やした(39社)

会社説明会を開催した、

合同会社説明会に参加した(28社)

人材派遣会社を利用した（施工管理、

ＣＡＤ、事務作業等の派遣職員の活用）(8社)

人材紹介会社を利用した(26社)

ホームページ・ＳＮＳ等

による情報発信を行った(62社)

ハローワークに中途採用

の求人を行った(94社)

求人（就職）情報サイトに登録した(43社)

普通科高校への求人を行った(70社)

テレビ・ラジオＣＭを実施した(8社)

職場・現場の人間関係を改善した(21社)

給料を増やした(102社)

休日を増やした(92社)

福利厚生を充実した(48社)

キャリアパスを明確にした(8社)

職場・現場の作業環境を改善した(37社)

人材育成制度を充実させた(21社)

実施した取り組みの効果

効果があった・少し効果があった 効果がなかった・あまり効果がなかった 分からない

人
材
確
保
の
取
り
組
み

人
材
定
着
の
取
り
組
み
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（８） 災害対応可能な従業員の人数（回答 146 社） 

 

 各社の従業員のうち災害対応できる者の人数（以下、「災害対応可能人員」という。）を確認した

ところ、特殊運転手 845 人、一般運転手 655 人、作業員 497 人、総計 1,997 人であった。1 社当た

り平均人数は、特殊運転手 5.8 人、一般運転手 4.5 人、作業員 3.4人、総計 13.7 人である。 

 災害対応可能人員の年代別構成比を見ると、全体では「～20 代」15.9%、「30 代」10.2%、「40 代」

27.4%、「50 代」27.1%、「60 代」16.3%、「70 代～」3.1%であり、6 ページに示した就業者の年代別

構成比とほぼ同じである。 

ただし、特殊運転手、一般運転手、作業員の 3 区分に分類して見ると、特殊運転手では「～20 代」

の割合が低く、「40 代」「50 代」の割合が高い。特殊運転手は免許取得や技能講習受講が必要とさ

れ、就業年数の短い 20代では免許取得、技能講習受講している者が少ないためと思われる。 

 地区別に災害対応可能人員の年代別構成比を見ると、「～20代」「30代」の合計は、金沢地区 33.2%、

加賀地区 28.2%、能登地区 12.8%であり、若手の割合は金沢地区が最も高い。また 50 代以上の割合

は、金沢地区 38.6%、加賀地区 46.6%、能登地区 58.4%であり、就業者全体の年代別構成比で示した

のと同様、能登地区は他地区より高齢化が進んでいる。 

【補足説明】 

 今回調査では、災害対応で中心的な役割を求められる「特殊運転手」、「一般運転手」、「作業員」

の人数を確認した。「特殊運転手」は啓開作業でガレキの撤去を行う重機の運転手、「一般運転

手」はガレキの搬出を行うトラックの運転手、「作業員」は主に手作業で復旧作業に参加する

作業員である。なお、実際の災害対応では、交通誘導員等も必要となる。 

 今回調査では、自社の災害対応可能人員を確認しているが、実際の災害発生時は下請企業も動

員されるので、災害対応可能人員は更に多くなると考えられる。 

182人

(21.8%)

105人

(17.0%)

30人

(5.5%)

95人

(11.4%)

69人

(11.2%)

40人

(7.3%)

235人

(28.1%)

155人

(25.2%)

157人

(28.8%)

208人

(24.9%)

167人

(27.1%)

167人

(30.6%)

98人

(11.7%)

99人

(16.1%)

129人

(23.6%)

17人

(2.0%)

21人

(3.4%)

23人

(4.2%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(835人)

加賀地区(616人)

能登地区(546人)

災害対応可能人員の年代別構成比（地区別）

～20代 30代 40代 50代 60代 70代～

84人

(9.9%)

120人

(18.3%)

113人

(22.7%)

317人

(15.9%)

83人

(9.8%)

68人

(10.4%)

53人

(10.7%)

204人

(10.2%)

265人

(31.4%)

158人

(24.1%)

124人

(24.9%)

547人

(27.4%)

258人

(30.5%)

182人

(27.8%)

102人

(20.5%)

542人

(27.1%)

128人

(15.1%)

112人

(17.1%)

86人

(17.3%)

326人

(16.3%)

27人

(3.2%)

15人

(2.3%)

19人

(3.8%)

61人

(3.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

特殊運転手(845人)

一般運転手(655人)

作業員(497人)

合計(1997人)

災害対応可能人員の年代別構成比

～20代 30代 40代 50代 60代 70代～
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（９） 災害対応可能人員の増減（回答 146社） 

 

災害対応可能人員が 5 年前に比べて増えているか、減っているか聞いたところ、「増えている」

23 社（15.8%）、「変わらない」53 社（36.3%）、「減っている」59 社（40.4%）、「分からない」7 社

（4.8%）であり、「減っている」という回答が 4 割を占めている。 

地区別に見ると、「減っている」の割合は、金沢地区 32.6%、加賀地区 33.3%、能登地区 55.1%で

ある。 

 

（１０） 災害対応可能人員の確保状況（回答 146 社） 

 

 災害対応可能人員の確保状況について聞いたところ、「十分に確保している」8 社（5.5%）、「最低

限必要な人員を確保している」77社（52.7%）、「不足している」52 社（35.6%）、「その他」3 社（2.1%）

であり、「不足している」という企業が 3 割台半ばを占めている。 

 なお、「その他」3 社は「該当する人員がいない（建築企業）」という回答であった。 

地区別に見ると、「不足している」の割合は、金沢地区 30.4%、加賀地区 29.4%、能登地区 46.9%

であり、能登地区で特に高い。 

  

5社

(10.9%)

13社

(25.5%)

5社

(10.2%)

23社

(15.8%)

22社

(47.8%)

17社

(33.3%)

14社

(28.6%)

53社

(36.3%)

15社

(32.6%)

17社

(33.3%)

27社

(55.1%)

59社

(40.4%)

3社

(6.5%)

3社

(5.9%)

1社

(2.0%)

7社

(4.8%)

1社

(2.2%)

1社

(2.0%)

2社

(4.1%)

4社

(2.7%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(46社)

加賀地区(51社)

能登地区(49社)

全体(146社)

災害対応可能人員の増減（地区別）

増えている 変わらない 減っている 分からない 無回答

3社

(6.5%)

3社

(5.9%)

2社

(4.1%)

8社

(5.5%)

24社

(52.2%)

31社

(60.8%)

22社

(44.9%)

77社

(52.7%)

14社

(30.4%)

15社

(29.4%)

23社

(46.9%)

52社

(35.6%)

2社

(4.3%)

1社

(2.0%)

3社

(2.1%)

3社

(6.5%)

1社

(2.0%)

2社

(4.1%)

6社

(4.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(46社)

加賀地区(51社)

能登地区(49社)

全体(146社)

災害対応可能人員の確保状況（地区別）

十分に確保している 最低限必要な人員を確保している 不足している その他 無回答
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（１１） 除雪オペレータの人数（回答 146社） 

 

 各社の従業員のうち除雪オペレータの人数を確認したところ、総計 914 人であり、1 社当たり平

均人数は 6.3 人である。 

 除雪オペレータの年代別構成比を見ると、「～20 代」9.8%、「30 代」10.2%、「40 代」29.2%、「50

代」32.9%、「60 代」15.2%、「70 代～」2.6%である。 

 地区別に除雪オペレータの年代別構成比を見ると、「～20 代」「30 代」の合計は、金沢地区 24.4%、

加賀地区 22.4%、能登地区 11.4%であり、若手の割合は金沢地区が最も高い。また 50 代以上の割合

は、金沢地区 44.6%、加賀地区 50.9%、能登地区 57.8%であり、能登地区は他地区より高齢化が進ん

でいる。 

 

【補足説明】 

 今回調査では、除雪作業要員として、除雪作業で中心的な役割を求められる除雪オペレータの

人数を確認した。なお、実際の除雪作業では、作業補助員等も必要となる。 

 今回調査では、自社の除雪オペレータの人数を確認しているが、下請企業に除雪作業を委託し

ている場合、実際の除雪作業要員は更に多くなると考えられる。 

  

41人

(13.9%)

38人

(10.4%)

11人

(4.3%)

90人

(9.8%)

31人

(10.5%)

44人

(12.0%)

18人

(7.1%)

93人

(10.2%)

91人

(31.0%)

98人

(26.7%)

78人

(30.8%)

267人

(29.2%)

92人

(31.3%)

122人

(33.2%)

87人

(34.4%)

301人

(32.9%)

32人

(10.9%)

55人

(15.0%)

52人

(20.6%)

139人

(15.2%)

7人

(2.4%)

10人

(2.7%)

7人

(2.8%)

24人

(2.6%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(294人)

加賀地区(367人)

能登地区(253人)

全体(914人)

除雪オペレータの年代別構成比（地区別）

～20代 30代 40代 50代 60代 70代～
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（１２） 除雪オペレータの増減（回答 146社） 

 

除雪オペレータの人数が 5 年前に比べて増えているか、減っているか聞いたところ、「増えてい

る」28 社（19.2%）、「変わらない」57 社（39.0%）、「減っている」49 社（33.6%）、「分からない」4

社（2.7%）であり、「減っている」が 3 割を超えている。 

 地区別に見ると、「減っている」の割合は、金沢地区 21.7%、加賀地区 29.4%、能登地区 49.0%で

ある。 

 

（１３） 除雪オペレータの確保状況（回答 146 社） 

 

 除雪オペレータの確保状況について聞いたところ、「十分に確保している」5 社（3.4%）、「最低限

必要な人員を確保している」73 社（50.0%）、「不足している」51 社（34.9%）、「その他」6 社（4.1%）

であり、「不足している」という回答が 3 割を超えている。 

 なお、「その他」6 社の内訳は、「除雪は行っていない」4 社、「協力会社・グループ会社により人

員確保している」2 社である。 

地区別に見ると、「不足している」の割合は、金沢地区 32.6%、加賀地区 25.5%、能登地区 46.9%

であり、能登地区で特に高い。 
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(10.9%)

13社

(25.5%)

10社

(20.4%)

28社

(19.2%)

22社

(47.8%)

21社

(41.2%)

14社

(28.6%)

57社

(39.0%)

10社

(21.7%)

15社

(29.4%)

24社

(49.0%)

49社

(33.6%)

3社

(6.5%)

1社

(2.0%)

4社

(2.7%)

6社

(13.0%)

1社

(2.0%)

1社

(2.0%)

8社

(5.5%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(46社)

加賀地区(51社)

能登地区(49社)

全体(146社)

除雪オペレータの増減（地区別）

増えている 変わらない 減っている 分からない 無回答

1社

(2.2%)

3社

(5.9%)

1社

(2.0%)

5社

(3.4%)

19社

(41.3%)

32社

(62.7%)

22社

(44.9%)

73社

(50.0%)

15社

(32.6%)

13社

(25.5%)

23社

(46.9%)

51社

(34.9%)

3社

(6.5%)

1社

(2.0%)

2社

(4.1%)

6社

(4.1%)

8社

(17.4%)

2社

(3.9%)

1社

(2.0%)

11社

(7.5%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(46社)

加賀地区(51社)

能登地区(49社)

全体(146社)

除雪オペレータの確保状況（地区別）

十分に確保している 最低限必要な人員を確保している 不足している その他 無回答
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３．常用雇用者である現場職員（技術者・技能者）の賃金について 

（１） 現場職員の賃金について（回答 146社） 

 

 現場職員の直近 1 年間の賃金の増減について聞いたところ、「基本給を引き上げた」83 社（56.8%）、

「基本給・一時金を引き上げた」40 社（27.4%）、「一時金のみ引き上げた」8 社（5.5%）、「引き上げ

は行っていない」14 社（9.6%）、「その他」1 社（0.7%）であった。 

基本給を引き上げた企業の割合（「基本給を引き上げた」「基本給・一時金を引き上げた」の合計）

は、令和 4 年度調査の 78.9%から 84.2%に上昇している。これに「一時金のみ引き上げた」を加え

て、基本給、一時金を問わず賃金を引き上げた企業の割合を見ると、令和 4 年度調査の 85.5%から

89.7%に上昇している。 

 

地区別に見ると、「基本給を引き上げた」「基本給・一時金を引き上げた」「一時金のみ引き上げた」

の合計は、金沢地区 95.6%、加賀地区 92.2%、能登地区 81.7%である。 

  

25社

(54.3%)

31社

(60.8%)

27社

(55.1%)

17社

(37.0%)

14社

(27.5%)

9社

(18.4%)

2社

(4.3%)

2社

(3.9%)
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(8.2%)
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(4.3%)

4社

(7.8%)

8社

(16.3%)

1社

(2.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(46社)

加賀地区(51社)

能登地区(49社)

直近１年間の賃金の増減（地区別）

基本給を引き上げた 基本給・一時金を引き上げた 一時金のみ引き上げた

引き上げは行っていない 引き下げた その他・無回答

79社

(54.1%)

74社

(50.0%)

75社

(51.4%)

80社

(52.6%)

83社

(56.8%)

37社

(25.3%)

33社

(22.3%)

29社

(19.9%)

40社

(26.3%)

40社

(27.4%)

7社

(4.8%)

19社

(12.8%)

15社

(10.3%)

10社

(6.6%)

8社

(5.5%)

23社

(15.8%)

18社

(12.2%)

27社

(18.5%)

20社

(13.2%)

14社

(9.6%)

3社(2.0%)

1社(0.7%)

1社

(0.7%)

1社

(0.7%)

1社

(0.7%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度調査(146社)

令和２年度調査(148社)

令和３年度調査(146社)

令和４年度調査(152社)

今回調査(146社)

直近１年間の賃金の増減

基本給を引き上げた 基本給・一時金を引き上げた 一時金のみ引き上げた
引き上げは行っていない 引き下げた その他・無回答
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（２） 賃金を引き上げた理由（回答 131社 2つまで回答） 

 

現場職員の賃金について「基本給を引き上げた」「基本給・一時金を引き上げた」「一時金のみ引

き上げた」と回答した企業 131 社にその理由を聞いたところ、「毎年定期昇給を行っているため」

82社(62.6%)、「従業員の離職を防ぐため」63社(48.1%)、「労務単価の上昇に合わせたため」39社

(29.8%)が上位であった。 

令和 4 年度調査と比較すると、「利益の確保が見込めるため」の割合が低下した一方、「従業員

の離職を防ぐため」「労務単価の上昇に合わせたため」「他企業の上昇に合わせたため」の割合が上

昇している。 

 

（３） 賃金の引き上げを行っていない理由（回答 14社 2つまで回答） 

 

現場職員の賃金について「引き上げは行っていない」と回答した企業 14 社にその理由を聞いた

ところ、「今後業績が悪化すると予想されたため」7社(50.0%)、「利益が減少したため」5社(35.7%)、

「前年に引き上げを行ったため」4社(28.6%)であった。  

83社(63.8%)

58社(44.6%)

35社(26.9%)

32社(24.6%)

18社(13.8%)

7社(5.4%)

2社(1.5%)

82社(62.6%)

63社(48.1%)

39社(29.8%)

25社(19.1%)

24社(18.3%)

3社(2.3%)

5社(3.8%)

毎年定期昇給を行っているため

従業員の離職を防ぐため

労務単価の上昇に合わせたため

利益の確保が見込めるため

他企業の上昇に合わせたため

今後業績が良くなると予想されるため

その他

0% 20% 40% 60% 80%

賃金を引き上げた理由

令和４年度調査(130社) 今回調査(131社)

7社(50.0%)

5社(35.7%)

4社(28.6%)

今後業績が悪化すると予想されたため

利益が減少したため

前年に引き上げを行ったため

0% 20% 40% 60%

賃金を引き上げを行っていない理由
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（４） 現場職員の賃上げについて（回答 146 社） 

 

 2022 年度における常用雇用者である現場職員（技術者・技能者）の賃上げ状況（給与総額）につ

いて聞いたところ、131社（89.8%）の企業が「引き上げた」と回答している。また、2023 年度にお

ける常用雇用者である現場職員（技術者・技能者）の賃上げ見込み（給与総額）について聞いたと

ころ、116 社（79.5%）の企業が「引き上げる」と回答している。 

 

（５） 賃上げに必要な要素について（回答 146 社 2 つまで回答） 

 

 賃上げに必要な要素について聞いたところ、「中長期的な公共投資の確保」が 67 社（45.9%）と

最も多く、次いで「労務単価の上昇」60 社（41.1%）、「実勢価格に見合った資材単価の計上」42 社

（28.8%）、「現場管理費率や一般管理費率の見直し」30 社（20.5%）が続いている。  

5％以上

引き上げた

15社 10.3%

3～5％

引き上げた

26社 17.8%

1.5～3％

引き上げた

61社 41.8%

1.5％未満

引き上げた

21社 14.4%

引き上げた

（引上率不明）

8社 5.5%

前年と同じ

14社 9.6%

無回答

1社 0.7%

2022年度の賃上げ状況

5％以上

引き上げる

9社 6.2%

3～5％

引き上げる

31社 21.2%

1.5～3％

引き上げる

49社 33.6%

1.5％未満

引き上げる

27社 18.5%

引き上げない

16社 11.0%

不明

13社 8.9%

無回答

1社 0.7%

2023年度の賃上げ見込み

67社(45.9%)

60社(41.1%)

42社(28.8%)

30社(20.5%)

21社(14.4%)

20社(13.7%)

16社(11.0%)

14社(9.6%)

9社(6.2%)

6社(4.1%)

1社(0.7%)

中長期的な公共投資の確保

労務単価の上昇

実勢価格に見合った資材単価の計上

現場管理費率や一般管理費率の見直し

適切な設計変更

適切な歩掛の適用

現場での生産性の向上

適切な工期の確保

民間発注者の理解促進

ダンピング対策の徹底

その他

0% 20% 40% 60%

賃上げに必要な要素
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（６） 「賃上げ加点措置」の表明書提出について（回答 146 社） 

 

 総合評価落札方式における賃上げを実施する

企業に対する加点措置に関して、「賃上げ加点措

置」の対象案件に参加するため「表明書」を提出

したか聞いたところ、「表明書を提出した」33 社

（22.6%）、「今年度中に表明書を提出する予定」2

社（1.4%）、「提出しない」48 社（32.9%）、「未定・

検討中」62 社（42.5%）であり、表明書を提出し

た企業は 2割程度に留まる。 

ただし、「賃上げ加点措置」の対象となるのは国

発注工事の入札であるため、当協会会員で北陸地

方整備局の入札に参加している企業の多くは、表

明書を提出していると考えられる。  

 

 

（７） 「賃上げ加点措置」の評価について（回答 146社） 

 

 総合評価落札方式において「賃上げ加点措置」

を行うことについて、どのように思うか聞いたと

ころ、「評価する」12 社（8.2%）、「概ね評価する」

29 社（19.9%）、「評価しない」32 社（21.9%）、「全

く評価しない」18 社（12.3%）、「まだ判断できな

い」54 社（37.0%）である。 

「評価しない」「全く評価しない」の合計は

34.2%で、「評価する」「概ね評価する」の合計

28.1%を上回っている。また、4 割近くが判断を保

留している。 

 

 

  

表明書を

提出した

33社 22.6%

今年度中に

表明書を提出

する予定

2社 1.4%

提出しない

48社 32.9%

未定・検討中

62社 42.5%

無回答

1社 0.7%

「賃上げ加点措置」の表明書提出状況

評価する

12社 8.2%

概ね評価する

29社 19.9%

評価しない

32社 21.9%

全く評価しない

18社 12.3%

まだ判断できない

54社 37.0%

無回答

1社 0.7%

「賃上げ加点措置」の評価
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（８） 「賃上げ加点措置」を評価する理由（回答 41 社 2 つまで回答） 

 

 総合評価落札方式において「賃上げ加点措置」を行うことについて「評価する」「概ね評価する」

と回答した 41 社にその理由を聞いたところ、「業界全体における従業員の賃金向上につながる」32

社（78.0%）が最も多く、次いで「将来的な人材確保につながる」21社（51.2%）、「賃上げ企業に対

する正当な評価である」20 社（48.8%）が続いている。  

 

（９） 「賃上げ加点措置」を評価しない理由（回答 104 社 2 つまで回答） 

 

 総合評価落札方式において「賃上げ加点措置」を行うことについて「評価しない」「全く評価し

ない」「まだ判断できない」と回答した 104 社にその理由を聞いたところ、「受注見通しが立たない

中で賃上げしなければならない」46 社（44.2%）が最も多く、次いで「総合評価の考え方に相応し

くない」32 社（30.8%）、「大手と中小企業との賃金格差がさらに拡大する」28 社（26.9%）、「賃上

げ未達成時のペナルティが大きい」15 社（14.4%）、「賃上げ分の価格転嫁が困難」12 社（11.5%）

が続いている。  

32社(78.0%)

21社(51.2%)

20社(48.8%)

1社(2.4%)

1社(2.4%)

業界全体における従業員の賃金向上につながる

将来的な人材確保につながる

賃上げ企業に対する正当な評価である

賃上げ率が妥当な範囲である（定期昇給に近い）

役員報酬や賞与の除外等、個別事情に応じた配慮がある

0% 20% 40% 60% 80%

「賃上げ加点措置」を評価する理由

46社(44.2%)

32社(30.8%)

28社(26.9%)

15社(14.4%)

12社(11.5%)

9社(8.7%)

9社(8.7%)

8社(7.7%)

6社(5.8%)

受注見通しが立たない中で賃上げしなければならない

総合評価の考え方に相応しくない

大手と中小企業との賃金格差がさらに拡大する

賃上げ未達成時のペナルティが大きい

賃上げ分の価格転嫁が困難

国の工事に携わらない社員も対象になる

下請けの際に賃上げ分のしわ寄せがくる懸念がある

賃上げの確認方法が不明瞭

他業種を含め会社全体の社員が対象になる

0% 20% 40% 60%

「賃上げ加点措置」を評価しない理由
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（１０） 「賃上げ加点措置」の県・市町発注工事への拡大について（回答 146 社） 

 

 「賃上げ加点措置」を県や市町発注の工事に拡

大した方が良いと思うか聞いたところ、「拡大し

た方が良い」15 社（10.3%）、「拡大しない方が良

い」47 社（32.2%）、「どちらとも言えない」81社

（55.5%）、「その他」2 社（1.4%）である。 

「拡大しない方が良い」の回答が「拡大した方

が良い」の回答を上回っており、半数以上が判断

を保留している。 

  

拡大した

ほうが良い

15社 10.3%

拡大しない

ほうが良い

47社 32.2%

どちらとも

言えない

81社 55.5%

その他

2社 1.4%

無回答

1社 0.7%

「賃上げ加点措置」の拡大について

32



      

 

４．建設現場における働き方改革（休日拡大と労働時間）について 

  

（１） 就業規則に定める年間休日数(回答 146 社)   

 

就業規則に定めている年間休日数について、各年度の平均値を計算した結果、2018 年度の 96.8

日から 2023年度の 107.2 日まで毎年増加し、2024 年度(予定)は 109.6 日となる見通しである。 

 

年間休日数が「90 日未満」「90 日以上 100 日未満」の企業数は 2018 年度から減少しており、2024

年度（予定）は 100 日未満の企業が 19 社(13.0%)となる見通しである。 

一方、年間休日数が「100 日以上 110 日未満」「110 日以上 120 日未満」「120 日以上」の企業数は

2018 年度から増加しており、2024年度（予定）は 100 日以上の企業が 124 社(85.0%)となる見通し

である。 

96.8 

98.4 

100.1 
100.8 

104.4 

107.2 

109.6 

95

100

105

110

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

(予定)

（日）
就業規則に定める年間休日数の推移

※2021 年度までの年間休日数は、令和 4 年度調査までの調査結果に基づいている。（以下、本節中同じ。） 

50社

(34.2%)

39社

(26.4%)

38社

(26.0%)

30社

(19.7%)

17社

(11.6%)

10社

(6.8%)

6社

(4.1%)

37社

(25.3%)

41社

(27.7%)

31社

(21.2%)

38社

(25.0%)

29社

(19.9%)

24社

(16.4%)

13社

(8.9%)

38社

(26.0%)

42社

(28.4%)

45社

(30.8%)

49社

(32.2%)

52社

(35.6%)

49社

(33.6%)

49社

(33.6%)

12社

(8.2%)

10社

(6.8%)

18社

(12.3%)

22社

(14.5%)

24社

(16.4%)

35社

(24.0%)

41社

(28.1%)

4社

(2.7%)

10社

(6.8%)

11社

(7.5%)

11社

(7.2%)

21社

(14.4%)

25社

(17.1%)

34社

(23.3%)

5社

(3.4%)

6社

(4.1%)

3社

(2.1%)

2社

(1.3%)

3社

(2.1%)

3社

(2.1%)

3社

(2.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2018年度(146社)

2019年度(148社)

2020年度(146社)

2021年度(152社)

2022年度(146社)

2023年度(146社)

2024年度予定(146社)

就業規則に定める年間休日数

90日未満 90日以上100日未満 100日以上110日未満 110日以上120日未満 120日以上 無回答
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【年間休日数の推移（業種別）】 

年間休日数の平均値を業種別に見ると、2024年度（予定）では建築が 111.8 日と最も多く、次い

で舗装が 111.7 日、土木・建築が 110.4 日、土木が 109.0 日と続いており、いずれの業種でも休日

数は増加する見通しである。 

 

2024 年度（予定）の年間休日数の分布を業種別に見ると、100 日以上の企業の割合は、建築およ

び舗装が 100%と最も高く、次いで土木 81.7%、土木・建築 80.0%と続いており、どの業種でも年間

休日数の拡大が続く見通しである。また、120日以上の企業に限定すると、建築では 35.3%、土木・

建築で 33.3%に拡大する見通しである。 

103.3 

109.1 

104.5 

107.5 
106.2 

110.3 
108.7 

109.9 109.0 

111.8 
110.4 

111.7 

95

100

105

110

115

土木 建築 土木・建築 舗装

（日）
就業規則に定める年間休日数の推移(業種別)

2022年度 2023年度 2024年度（予定）

15社

(14.4%)

9社

(8.7%)

5社

(4.8%)

2社

(13.3%)

1社

(6.7%)

1社

(6.7%)

23社

(22.1%)

21社

(20.2%)

11社

(10.6%)

3社

(17.6%)

1社

(5.9%)

2社

(13.3%)

2社

(13.3%)

2社

(13.3%)

1社

(10.0%)

32社

(30.8%)

30社

(28.8%)

33社

(31.7%)

8社

(47.1%)

9社

(52.9%)

9社

(52.9%)

7社

(46.7%)

6社

(40.0%)

4社

(26.7%)

5社

(50.0%)

4社

(40.0%)

3社

(30.0%)

17社

(16.3%)

25社

(24.0%)

31社

(29.8%)

1社

(5.9%)

2社

(11.8%)

2社

(11.8%)

2社

(13.3%)

3社

(20.0%)

3社

(20.0%)

4社

(40.0%)

5社

(50.0%)

5社

(50.0%)

14社

(13.5%)

16社

(15.4%)

21社

(20.2%)

5社

(29.4%)

5社

(29.4%)

6社

(35.3%)

2社

(13.3%)

3社

(20.0%)

5社

(33.3%)

1社

(10.0%)

2社

(20.0%)

3社

(2.9%)

3社

(2.9%)

3社

(2.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年度

(104社)

2023年度

(104社)

2024年度予定

(104社)

2022年度

(17社)

2023年度

(17社)

2024年度予定

(17社)

2022年度

(15社)

2023年度

(15社)

2024年度予定

(15社)

2022年度

(10社)

2023年度

(10社)

2024年度予定

(10社)

就業規則に定める年間休日数（業種別）

90日未満 90日以上100日未満 100日以上110日未満 110日以上120日未満 120日以上 無回答

土
木

建
築

土
木
・
建
築

舗
装
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【年間休日数の推移（完工高別）】 

年間休日数の平均値を完工高別に見ると、1～5 億円、5～10 億円、10～30 億円の各階層では 2022

年度から 2024 年度（予定）にかけて毎年度増加している。一方、30 億円以上の階層では微増にと

どまっており、既にある程度の休日数を確保しているため、今後も大きく変動しないと思われる。

また、1 億円未満の階層では 2021 年度以降、大きな変化は見られなかったが、2024 年度（予定）

で増加する見込みである。 

年間休日数の分布を完工高別に見ると、1～5 億円、5～10 億円、10～30 億円の各階層では 2024

年度（予定）にかけて休日数を増加させる企業が多く見られる。また、100 日以上の企業の割合は、

10～30 億円の階層では 100%、30 億円以上の階層では 90.0%である。 

105.0 

100.5 
102.4 

113.3 
110.7 

104.9 103.8 
107.3 

113.8 
111.6 

108.1 
106.1 

110.4 

116.5 

111.8 

95

105

115

1億円未満 1～5億円 5～10億円 10～30億円 30億円以上

（日） 就業規則に定める年間休日数の推移(完工高別)

2022年度 2023年度 2024年度（予定）

2社

(28.6%)

2社

(28.6%)

1社

(14.3%)

10社

(15.2%)

5社

(7.6%)

3社

(4.5%)

3社

(8.6%)

1社

(2.9%)

1社

(2.9%)

1社

(3.6%)

1社

(3.6%)

1社

(10.0%)

1社

(10.0%)

1社

(10.0%)

1社

(14.3%)

1社

(14.3%)

1社

(14.3%)

16社

(24.2%)

16社

(24.2%)

8社

(12.1%)

11社

(31.4%)

6社

(17.1%)

4社

(11.4%)

1社

(3.6%)

1社

(3.6%)

1社

(10.0%)

1社

(14.3%)

1社

(14.3%)

2社

(28.6%)

28社

(42.4%)

25社

(37.9%)

30社

(45.5%)

11社

(31.4%)

13社

(37.1%)

9社

(25.7%)

9社

(32.1%)

7社

(25.0%)

5社

(17.9%)

2社

(20.0%)

3社

(30.0%)

3社

(30.0%)

1社

(14.3%)

1社

(14.3%)

1社

(14.3%)

6社

(9.1%)

13社

(19.7%)

16社

(24.2%)

6社

(17.1%)

8社

(22.9%)

11社

(31.4%)

7社

(25.0%)

8社

(28.6%)

10社

(35.7%)

4社

(40.0%)

4社

(40.0%)

3社

(30.0%)

2社

(28.6%)

2社

(28.6%)

2社

(28.6%)

4社

(6.1%)

5社

(7.6%)

7社

(10.6%)

3社

(8.6%)

6社

(17.1%)

9社

(25.7%)

10社

(35.7%)

11社

(39.3%)

13社

(46.4%)

2社

(20.0%)

2社

(20.0%)

3社

(30.0%)

2社

(3.0%)

2社

(3.0%)

2社

(3.0%)

1社

(2.9%)

1社

(2.9%)

1社

(2.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年度

(7社)

2023年度

(7社)

2024年度予定

(7社)

2022年度

(66社)

2023年度

(66社)

2024年度予定

(66社)

2022年度

(35社)

2023年度

(35社)

2024年度予定

(35社)

2022年度

(28社)

2023年度

(28社)

2024年度予定

(28社)

2022年度

(10社)

2023年度

(10社)

2024年度予定

(10社)

就業規則に定める年間休日数（完工高別）

90日未満 90日以上100日未満 100日以上110日未満 110日以上120日未満 120日以上 無回答

１
億
円
未
満

１
～
５
億
円

５
～
１
０
億
円

１
０
～
３
０
億
円

３
０
億
円
以
上
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【年間休日数の推移（地区別）】 

年間休日数の平均値を地区別に見ると、2024年度（予定）は金沢地区 113.9 日、加賀地区 109.0

日、能登地区 106.2 日であり、いずれの地区でも休日数は増加する見通しである。 

 

2024 年度（予定）の年間休日数の分布を地区別に見ると、100 日以上の企業の割合は金沢地区が

93.4%、加賀地区が 78.5%、能登地区が 83.7%であり、各地区で休日拡大の取り組みが進んでいる。 

 

 

 

  

110.4 

103.3 
99.9 

112.5 

105.8 
103.5 

113.9 

109.0 
106.2 

95

100

105

110

115

金沢地区 加賀地区 能登地区

（日） 就業規則に定める年間休日数の推移(地区別)

2022年度 2023年度 2024年度（予定）

1社

(2.2%)

6社

(11.8%)

4社

(7.8%)

2社

(3.9%)

10社

(20.4%)

6社

(12.2%)

4社

(8.2%)

4社

(8.7%)

4社

(8.7%)

3社

(6.5%)

12社

(23.5%)

12社

(23.5%)

7社

(13.7%)

13社

(26.5%)

8社

(16.3%)

3社

(6.1%)

18社

(39.1%)

15社

(32.6%)

11社

(23.9%)

17社

(33.3%)

12社

(23.5%)

14社

(27.5%)

17社

(34.7%)

22社

(44.9%)

24社

(49.0%)

12社

(26.1%)

12社

(26.1%)

14社

(30.4%)

8社

(15.7%)

14社

(27.5%)

14社

(27.5%)

4社

(8.2%)

9社

(18.4%)

13社

(26.5%)

11社

(23.9%)

15社

(32.6%)

18社

(39.1%)

6社

(11.8%)

7社

(13.7%)

12社

(23.5%)

4社

(8.2%)

3社

(6.1%)

4社

(8.2%)

2社

(3.9%)

2社

(3.9%)

2社

(3.9%)

1社

(2.0%)

1社

(2.0%)

1社

(2.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年度

(46社)

2023年度

(46社)

2024年度予定

(46社)

2022年度

(51社)

2023年度

(51社)

2024年度予定

(51社)

2022年度

(49社)

2023年度

(49社)

2024年度予定

(49社)

就業規則に定める年間休日数（地区別）

90日未満 90日以上100日未満 100日以上110日未満 110日以上120日未満 120日以上 無回答

金
沢
地
区

加
賀
地
区

能
登
地
区

36



      

 

（２） 2023 年度の週休の状況(回答 146 社) 

 

 2023 年度の週休の状況について聞いたところ、「変形労働時間制」の企業は 41 社 (28.1%)であ

った。「変形労働時間制」の 41 社に対し、更に「年間を通して見ると週休のいずれに近いか」を聞

き、再集計を行った結果が右下の円グラフである。 

「4 週 6 休」が 53 社(36.3%)と最も多く、次いで「4 週 8 休」46 社(31.5%)、「4 週 7 休」29 社

(19.9%)、「完全週休 2日」16 社(11.0%)と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「4 週 8 休」「完全週休 2 日」の合計は 62 社（42.5%）であり、令和元年度調査の 33社（22.6%）

より増加している。一方、「4 週 5休以下」は 2 社（1.4%）であり、令和元年度調査の 7 社（4.8%）

より減少しており、全体的に見ると、休日は徐々に増加している。 

 

｢変形労働時間制｣の 41 社について、年間を通して

見ると週休のいずれに近いか確認して割振り。 

４週５休以下

2社 1.4%

４週６休

53社 36.3%

４週７休

29社 19.9%

４週８休

46社 31.5%

完全週休２日

16社 11.0%

週休の状況

（変形労働時間の整理後）４週５休以下

2社 1.4%

４週６休

41社 28.1%

４週７休

19社 13.0%

４週８休

27社 18.5%

完全週休２日

16社 11.0%

変形労働時間制

41社 28.1%

週休の状況

7社

(4.8%)

6社

(4.1%)

4社

(2.7%)

2社

(1.3%)

2社

(1.4%)

82社

(56.2%)

86社

(58.1%)

76社

(52.1%)

69社

(45.4%)

53社

(36.3%)

22社

(15.1%)

17社

(11.5%)

21社

(14.4%)

30社

(19.7%)

29社

(19.9%)

26社

(17.8%)

23社

(15.5%)

21社

(14.4%)

35社

(23.0%)

46社

(31.5%)

7社

(4.8%)

12社

(8.1%)

19社

(13.0%)

16社

(10.5%)

16社

(11.0%)

2社

(1.4%)

4社

(2.7%)

5社

(3.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度調査(146社)

令和２年度調査(148社)

令和３年度調査(146社)

令和４年度調査(152社)

今回調査(146社)

週休の状況

４週５休以下 ４週６休 ４週７休 ４週８休 完全週休２日 その他・無回答
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週休の状況を業種別に見ると、建築、土木・建築では「4週 8 休」「完全週休 2 日」の合計はそれ

ぞれ 2 割台と伸び悩んでいる。一方、舗装では「4 週 8 休」が 6 割となっている。 

週休の状況を完工高別に見ると、1 億円未満の階層では「4 週 6 休」の割合が半数を超えている

が、10～30 億円の階層では「4 週 8 休」「完全週休 2 日」の合計は 15 社（53.6%）と半数を占めて

いる。 

週休の状況を地区別に見ると、加賀地区では「4週 6 休」が最も多い。一方、金沢地区、能登地

区では「4 週 8 休」が最も多い。 また、「4 週 8 休」「完全週休 2 日」の合計は、金沢地区 24 社

(52.2%)、加賀地区 14 社(27.4%)、能登地区 24 社(49.0%)となっている。能登地区では、「4週 8 休」

「完全週休 2 日」の合計（49.0%）が、令和 4 年度調査（28.0%）に比べて大きく（21.0 ポイント）

上昇した。 

1社

(2.2%)

1社

(2.0%)

14社

(30.4%)

25社

(49.0%)

14社

(28.6%)

7社

(15.2%)

11社

(21.6%)

11社

(22.4%)

19社

(41.3%)

7社

(13.7%)

20社

(40.8%)

5社

(10.9%)

7社

(13.7%)

4社

(8.2%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(46社)

加賀地区(51社)

能登地区(49社)

週休の状況（地区別）

４週５休以下 ４週６休 ４週７休 ４週８休 完全週休２日

1社

(2.9%)

1社

(3.6%)

4社

(57.1%)

25社

(37.9%)

14社

(40.0%)

8社

(28.6%)

2社

(20.0%)

14社

(21.2%)

7社

(20.0%)

4社

(14.3%)

4社

(40.0%)

2社

(28.6%)

21社

(31.8%)

9社

(25.7%)

10社

(35.7%)

4社

(40.0%)

1社

(14.3%)

6社

(9.1%)

4社

(11.4%)

5社

(17.9%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(7社)

1～5億円(66社)

5～10億円(35社)

10～30億円(28社)

30億円以上(10社)

週休の状況（完工高別）

４週５休以下 ４週６休 ４週７休 ４週８休 完全週休２日

1社

(1.0%)

1社

(10.0%)

35社

(33.7%)

12社

(70.6%)

5社

(33.3%)

1社

(10.0%)

20社

(19.2%)

1社

(5.9%)

6社

(40.0%)

2社

(20.0%)

34社

(32.7%)

3社

(17.6%)

3社

(20.0%)

6社

(60.0%)

14社

(13.5%)

1社

(5.9%)

1社

(6.7%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木(104社)

建築(17社)

土木・建築(15社)

舗装(10社)

週休の状況（業種別）

４週５休以下 ４週６休 ４週７休 ４週８休 完全週休２日
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（３） 建設現場の週休 2 日に向けた取り組み(回答 146社 複数回答) 

 

建設現場の週休 2 日に向けた具体的な取り組み状況を確認したところ、実施済みまたは実施予定

の取り組みのある企業は 146 社中 124 社であった。2023 年度までに実施の取り組みとしては、「４

週８閉所の実現（閉所日は土曜・日曜に限定しない）」が 37 社(25.4%)と最も多く、次いで「祝日

の原則閉所」25 社(17.2%)、「土曜・日曜の完全閉所の実現」21 社(14.3%)、「統一的な現場閉所へ

の継続参加」11 社(7.5%)、「交代制による４週８休の実現」10 社(6.9%)と続いている。 

2024 年度以降実施予定の企業も加えると、「４週８閉所の実現（閉所日は土曜・日曜に限定しな

い）」が 71社(48.6%)と最も多く、次いで「土曜・日曜の完全閉所の実現」52 社(35.6%)、「祝日の

原則閉所」40 社(27.4%)、「交代制による４週８休の実現」34 社(23.3%)、「統一的な現場閉所への

継続参加」20 社(13.7%)と続いている。 

 

 

建設現場の週休 2 日に向けた取り組み（実施予定含む。）について、さらに業種別に集計した。 

土木では、他の業種に比べて「土曜・日曜の完全閉所の実現」の割合が高く、公共工事の週休 2

日工事の普及により、土日閉所の現場の増加が期待される。 

一方、建築では、他の業種に比べて「交代制による４週８休の実現」の割合が高く、特に民間建

築工事では工期が厳しいため、４週８閉所の実施が難しいと推察される。 

  

21社

(14.4%)

10社

(6.8%)

23社

(15.8%)

7社

(4.8%)

4社

(2.7%)

16社

(11.0%)

11社

(7.5%)

2社

(1.4%)

3社

(2.1%)

7社

(4.8%)

34社

(23.3%)

31社

(21.2%)

15社

(10.3%)

24社

(16.4%)

9社

(6.2%)

0社 20社 40社 60社 80社

４週８閉所の実現（閉所日

は土曜・日曜に限定しない）

土曜・日曜の完全閉所の実現

祝日の原則閉所

交代制による４週８休の実現

統一的な現場閉所への継続参加

建設現場の週休2日に向けた取り組み

2022年度までに実施済み 2023年度実施 2024年度以降実施予定

71社

(48.6%)

52社

(35.6%)

40社

(27.4%)

34社

(23.3%)

20社

(13.7%)
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（４） 週休 2 日に向けた取り組み予定のない理由(回答 22 社)   

 

 「建設現場の週休 2 日に向けた取り組み」でいずれの取り組みも予定していない企業 22 社に、

週休 2 日に向けた取り組み予定のない理由を聞いた結果は、下表のとおりである。 

 

  週休 2 日に向けた取り組み予定のない理由 

周囲の状況を見ながら今後判断する 11 社 

現在の工期設定では実現不可能 2 社 

日給月給のため従業員が求めていない 2 社 

休日出勤や残業が増える 1 社 

交代で休日を取るための人員が不足している 1 社 

その他 2 社 

無回答 3 社 

合計 22 社 

51.0%

44.2%

29.8%

22.1%

14.4%

35.3%

17.6%

17.6%

35.3%

11.8%

60.0%

13.3%

20.0%

20.0%

13.3%

30.0%

10.0%

30.0%

20.0%

10.0%

48.6%

35.6%

27.4%

23.3%

13.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

４週８閉所の実現（閉所日

は土曜・日曜に限定しない）

土曜・日曜の完全閉所の実現

祝日の原則閉所

交代制による４週８休の実現

統一的な現場閉所への継続参加

建設現場の週休2日に向けた取り組み（業種別）

土木 建築 土木・建築 舗装 合計
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（５） 週休２日工事の件数 (回答 146 社) 

 

 2022 年度（2022 年 4月～2023年 3 月）における完成工事の件数および完成工事に含まれる週休

2 日工事の件数を確認した。各企業から回答された件数を集計した結果は、下表のとおりである。 

 週休 2 日工事の割合は、北陸地方整備局発注工事では 95.7%、石川県発注工事では 81.3%と高い

割合を占めているが、石川県内の市町発注工事では 33.1%、民間工事では 11.9%に留まっており、

市町および民間への普及が進んでいない。 

 

週休 2 日工事の割合を発注者別・地区（企業所在地）別に見ると、以下の特徴が見られた。 

 北陸地方整備局発注工事、石川県発注工事では、どの地区でも週休 2 日工事の割合が高い。 

 石川県内の市町発注工事では、週休 2 日工事の割合は、金沢地区 38.6%、加賀地区 20.6%、能

登地区 46.2%であり、加賀地区での割合が最も低い。 

 民間工事では、週休 2日工事の割合は、金沢地区 14.4%、加賀地区 10.1%、能登地区 1.9%であ

り、能登地区での割合が特に低い。 

  

 

  

週休 2 日工事件数（発注者別・地区別） 

発注者 地区 企業数 
完成工事件数 

（A） 

週休２日工事件数 

（B） 

週休２日工事件数 

完成工事件数 

（B/A） 

公共工事 

北陸地方 

整備局 

金沢地区 11 社 39 件 36 件 (92.3%) 

加賀地区 9 社 22 件 22 件 (100.0%) 

能登地区 4 社 9 件 9 件 (100.0%) 

合計 24 社 70 件 67 件 (95.7%) 

石川県 

金沢地区 37 社 339件 255件 (75.2%) 

加賀地区 41 社 364件 268件 (73.6%) 

能登地区 40 社 419件 389件 (92.8%) 

合計 118社 1,122 件 912件 (81.3%) 

石川県内 

の市町 

金沢地区 29 社 298件 115件 (38.6%) 

加賀地区 39 社 451件 93 件 (20.6%) 

能登地区 33 社 305件 141件 (46.2%) 

合計 101社 1,054 件 349件 (33.1%) 

公共工事 

合計 

金沢地区 38 社 676件 406件 (60.1%) 

加賀地区 43 社 837件 383件 (45.8%) 

能登地区 40 社 733件 539件 (73.5%) 

合計 121社 2,246 件 1,328 件 (59.1%) 

民間工事 

金沢地区 27 社 3,909 件 563件 (14.4%) 

加賀地区 32 社 1,322 件 134件 (10.1%) 

能登地区 22 社 756件 14 件 (1.9%) 

合計 81 社 5,987 件 711件 (11.9%) 

公共／民間合計 

金沢地区 41 社 4,585 件 969件 (21.1%) 

加賀地区 47 社 2,159 件 517件 (23.9%) 

能登地区 44 社 1,489 件 553件 (37.1%) 

合計 132社 8,233 件 2,039 件 (24.8%) 
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週休 2 日工事件数を発注者別・業種別に見ると、以下の特徴が見られた。 

 北陸地方整備局発注工事では、どの業種でも週休 2 日工事の割合が高い。 

 石川県発注工事では、週休 2 日工事の割合は、土木 89.3%、建築 76.0%、土木・建築 55.3%、舗

装 68.4%であり、土木・建築での割合が比較的低い。 

 石川県内の市町発注工事では、週休 2 日工事の割合は、土木 51.4%、建築 13.2%、土木・建築

12.7%、舗装 13.0%であり、土木以外（建築、舗装）での割合が低い。 

 民間発注工事では、週休 2 日工事の割合は、土木 11.0%、建築 1.2%、土木・建築 3.2%、舗装

16.0%であり、建築での割合が特に低い。 

 

  

週休 2 日工事件数（発注者別・業種別） 

発注者 業種 企業数 
完成工事件数 

（A） 

週休２日工事件数 

（B） 

週休２日工事件数 

完成工事件数 
（B/A） 

公共工事 

北陸地方

整備局 

土木 17 社 52 件 50 件 (96.2%) 

建築 0 社 0 件 0 件 － 

土木・建築 3 社 11 件 11 件 (100.0%) 

舗装 4 社 7 件 6 件 (85.7%) 

合計 24 社 70 件 67 件 (95.7%) 

石川県 

土木 86 社 755件 674件 (89.3%) 

建築 12 社 25 件 19 件 (76.0%) 

土木・建築 13 社 114件 63 件 (55.3%) 

舗装 7 社 228件 156件 (68.4%) 

合計 118社 1,122 件 912件 (81.3%) 

石川県内

の市町 

土木 73 社 552件 284件 (51.4%) 

建築 10 社 38 件 5 件 (13.2%) 

土木・建築 11 社 134件 17 件 (12.7%) 

舗装 7 社 330件 43 件 (13.0%) 

合計 101社 1,054 件 349件 (33.1%) 

公共工事

合計 

土木 88 社 1,359 件 1,008 件 (74.2%) 

建築 13 社 63 件 24 件 (38.1%) 

土木・建築 13 社 259件 91 件 (35.1%) 

舗装 7 社 565件 205件 (36.3%) 

合計 121社 2,246 件 1,328 件 (59.1%) 

民間工事 

土木 59 社 1,631 件 180件 (11.0%) 

建築 7 社 825件 10 件 (1.2%) 

土木・建築 9 社 348件 11 件 (3.2%) 

舗装 6 社 3,183 件 510件 (16.0%) 

合計 81 社 5,987 件 711件 (11.9%) 

公共／民間合計 

土木 95 社 2,990 件 1,188 件 (39.7%) 

建築 15 社 888件 34 件 (3.8%) 

土木・建築 14 社 607件 102件 (16.8%) 

舗装 8 社 3,748 件 715件 (19.1%) 

合計 132社 8,233 件 2,039 件 (24.8%) 
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 週休 2 日工事件数を発注者別・完工高別に見ると、以下の特徴が見られた。 

 北陸地方整備局発注工事では、どの階層でも週休 2 日工事の割合が高い。 

 石川県発注工事では、週休 2 日工事の割合は、1 億円未満の階層 55.6%がやや低い。 

 石川県内の市町発注工事では、週休 2 日工事の割合は、30 億円以上の階層 62.6%が高く、その

他の階層での割合は低い。 

 民間発注工事では、週休 2 日工事の割合は、1 億円未満の階層が 100.0%と最も高いが、分母と

なる完成工事件数が 3件と僅少である。 

 

週休 2 日工事件数（発注者別・完工高別） 

発注者 完工高 企業数 
完成工事件数 

（A） 

週休２日工事件数 

（B） 

週休２日工事件数 

完成工事件数 
（B/A） 

公共工事 

北陸地方

整備局 

1 億円未満 0 社 0 件 0 件 － 

1～5 億円未満 2 社 3 件 3 件 (100.0%) 

5～10 億円未満 5 社 8 件 7 件 (87.5%) 

10～30億円未満 12 社 43 件 43 件 (100.0%) 

30 億円以上 5 社 16 件 14 件 (87.5%) 

合計 24 社 70 件 67 件 (95.7%) 

石川県 

1 億円未満 4 社 9 件 5 件 (55.6%) 

1～5 億円未満 53 社 382件 370件 (96.9%) 

5～10 億円未満 31 社 305件 224件 (73.4%) 

10～30億円未満 22 社 257件 205件 (79.8%) 

30 億円以上 8 社 169件 108件 (63.9%) 

合計 118社 1,122 件 912件 (81.3%) 

石川県内

の市町 

1 億円未満 3 社 15 件 3 件 (20.0%) 

1～5 億円未満 47 社 353件 133件 (37.7%) 

5～10 億円未満 27 社 338件 77 件 (22.8%) 

10～30億円未満 16 社 233件 64 件 (27.5%) 

30 億円以上 8 社 115件 72 件 (62.6%) 

合計 101社 1,054 件 349件 (33.1%) 

公共工事

合計 

1 億円未満 4 社 24 件 8 件 (33.3%) 

1～5 億円未満 55 社 738件 506件 (68.6%) 

5～10 億円未満 31 社 651件 308件 (47.3%) 

10～30億円未満 23 社 533件 312件 (58.5%) 

30 億円以上 8 社 300件 194件 (64.7%) 

合計 121社 2,246 件 1,328 件 (59.1%) 

民間工事 

1 億円未満 2 社 3 件 3 件 (100.0%) 

1～5 億円未満 40 社 680件 78 件 (11.5%) 

5～10 億円未満 15 社 751件 49 件 (6.5%) 

10～30億円未満 15 社 1,271 件 77 件 (6.1%) 

30 億円以上 9 社 3,282 件 504件 (15.4%) 

合計 81 社 5,987 件 711件 (11.9%) 

公共／民間合計 

1 億円未満 6 社 27 件 11 件 (40.7%) 

1～5 億円未満 61 社 1,418 件 584件 (41.2%) 

5～10 億円未満 31 社 1,402 件 357件 (25.5%) 

10～30億円未満 25 社 1,804 件 389件 (21.6%) 

30 億円以上 9 社 3,582 件 698件 (19.5%) 

合計 132社 8,233 件 2,039 件 (24.8%) 
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（６） 週休２日工事における工期設定の適正性(回答 146 社) 

 

 令和 4 年度以降に受注した週休 2 日工事について、適正な工期設定が行われているか、発注者別

に確認した。回答データから「受注工事なし」を除いた後、各回答の割合を計算した結果は、下図

のとおりである。 

「適正」「概ね適正」の合計は、北陸地方整備局 93.6%、石川県 89.1%、石川県内の市町 67.3%、

民間発注者 51.3%であり、公共発注者では適正に工期を設定している割合が高い一方、民間発注者

では適正な工期設定をしていないという回答が約半数となった。 

 

（７） 週休２日工事における積算の適正性 (回答 146 社) 

 

 令和 4 年度以降に受注した週休 2 日工事について、適正な積算が行われているか、発注者別に確

認した。回答データから「受注工事なし」を除いた後、各回答の割合を計算した結果は、下図のと

おりである。「適正」「概ね適正」の合計は、北陸地方整備局 93.6%、石川県 89.8%、石川県内の市

町 70.4%、民間発注者 55.4%であり、公共発注者に比べて、民間発注者の積算が厳しい状況がうか

がえる。  

  

19社

(61.3%)

29社

(22.7%)

11社

(11.2%)

10社

(13.5%)

10社

(32.3%)

85社

(66.4%)

55社

(56.1%)

28社

(37.8%)

1社

(3.2%)

10社

(7.8%)

26社

(26.5%)

16社

(21.6%)

1社

(3.2%)

4社

(3.1%)

6社

(6.1%)

20社

(27.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北陸地方整備局(31社)

石川県(128社)

石川県内の市町(98社)

民間発注者(74社)

適正な工期が設定されているか

適正 概ね適正 一部不適正 不適正
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36社

(28.1%)
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(14.3%)
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(16.2%)
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(35.5%)
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1社
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(3.1%)
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（８） 建設現場の週休 2 日制の実現のために発注者に望むこと(回答 146 社 2つまで回答) 

 

 建設現場の週休 2 日制の実現のために発注者に望むことを聞いたところ、「週休 2 日を前提とし

た経費の計上」が 93社(63.7%)と最も多く、次いで「週休 2日を前提とした工期設定」71社(48.6%)、

「設計労務単価の見直し」34 社(23.3%)、「提出書類の簡素化」31 社(21.2%)と続いている。令和 4

年度調査に比べて「週休 2 日を前提とした経費の計上」の割合が上昇しており、週休 2 日実施によ

る経費増加分の適切な計上を希望する声が多い。 

 

  

83社(54.6%)

77社(50.7%)

35社(23.0%)

40社(26.3%)

13社(8.6%)

13社(8.6%)

14社(9.2%)

11社(7.2%)

16社(10.5%)

93社(63.7%)

71社(48.6%)

34社(23.3%)

31社(21.2%)

17社(11.6%)

12社(8.2%)

11社(7.5%)

8社(5.5%)

7社(4.8%)

週休２日を前提とした経費の計上

週休２日を前提とした工期設定

設計労務単価の見直し

提出書類の簡素化

適正な設計図書や施工条件の整備

設計変更時の適正な工期延長

週休２日達成企業の優遇

民間工事への拡大

市町への拡大
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週休2日制の実現のために発注者に望むこと

令和４年度調査(152社) 今回調査(146社)
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建設現場の週休 2 日制の実現のために発注者に望むことについて、さらに業種別に集計した。 

 土木では、他の業種に比べて「設計労務単価の見直し」の割合が高い。 

 建築では、他の業種に比べて「週休 2 日を前提とした工期設定」の割合が高く、特に民間建築

工事では工期が厳しいため、適正な工期設定への関心がより高いと考えられる。 

 舗装では他の業種に比べて「民間工事への拡大」の割合が特に高く、週休 2 日工事の民間工事

への普及を強く望んでいる。 

  

63.5%

40.4%

29.8%

22.1%

14.4%

9.6%

6.7%

0.0%

5.8%

70.6%

82.4%

5.9%

29.4%

0.0%

0.0%

0.0%

11.8%

0.0%

73.3%

66.7%

6.7%

13.3%

13.3%

13.3%

6.7%

6.7%

0.0%

40.0%

50.0%

10.0%

10.0%

0.0%

0.0%

30.0%

50.0%

10.0%

63.7%

48.6%

23.3%

21.2%

11.6%

8.2%

7.5%

5.5%

4.8%
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提出書類の簡素化

適正な設計図書や施工条件の整備

設計変更時の適正な工期延長

週休２日達成企業の優遇

民間工事への拡大

市町への拡大

週休2日制の実現のために発注者に望むこと（業種別）

土木 建築 土木・建築 舗装 合計
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（９） 現場職員の時間外労働の現状(回答 146 社)  

 

① 長時間労働している現場職員数 

 2022 年度における現場職員（技術者・技能者）2,809 人のうち時間外労働が過大な職員の人数を

確認したところ、「時間外労働が月 45 時間を超えたことのある現場職員」（以下、「月 45 時間超え

職員」という。）は 521人(全体の 18.5%)、「時間外労働＋休日労働が月 100 時間以上になったこと

のある現場職員」（以下、「月 100 時間以上職員」という。）は 92人(同 3.3%)、「時間外労働が年 360

時間を超えた現場職員」（以下、「年 360 時間超え職員」という。）は 367人(同 13.1%)、「時間外労

働が年 720時間を超えた現場職員」（以下、「年 720 時間超え職員」という。）は 33人(同 1.2%)であ

った。 

 現場職員総数に占める割合は、「月 45 時間超え職員」「月 100 時間以上職員」「年 360 時間超え職

員」「年 720時間超え職員」とも、令和 4 年度調査に比べて低下している。 

 回答された人数のうち、特に「月 45 時間超え職員」「年 360 時間超え職員」の 2点に絞って、業

種別、完工高別、地区別に現場職員総数に占める割合を確認した。 

 業種別に見ると、舗装の「月 45 時間超え職員」は 48.1%、「年 360 時間超え職員」は 35.8%で特

に高い。建築は「月 45 時間超え職員」の 15.6%より、「年 360 時間超え職員」の 25.5%が高くなっ

ており、各月の時間外労働が比較的短くても、年間を通して時間外労働の長い職員が多いと考えら

れる。土木の「月 45 時間超え職員」は 9.2%、「年 360 時間超え職員」は 2.5%で、他の業種に比べ

て低い。以前は土木でも長時間労働の職員が多かったと思われるが、公共工事の週休 2 日工事の普

及により休日数が増えたことで 1 週間の労働時間が短くなり、1 週間の時間外労働（1 週間の法定

労働時間 40 時間を超える労働時間）が減少した結果、各月および年間の時間外労働削減につなが

ったと思われる。 

長時間労働している現場職員数（業種別） 

 土木 建築 土木・建築 舗装 合計 

現場職員総数 1,373 人 501人 446人 489人 2,809 人 

月 45時間超え職員 
127人 78 人 81 人 235人 521人 

(9.2%) (15.6%) (18.2%) (48.1%) (18.5%) 

年 360 時間超え職員 
35 人 128人 29 人 175人 367人 

(2.5%) (25.5%) (6.5%) (35.8%) (13.1%) 

646人(22.4%)

114人(4.0%)

501人(17.4%)

68人(2.4%)

521人(18.5%)

92人(3.3%)

367人(13.1%)

33人(1.2%)

月45時間超え職員

月100時間以上職員

年360時間超え職員

年720時間超え職員

0% 10% 20% 30%

長時間労働している現場職員数

令和４年度調査(2883人) 今回調査(2809人)
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 完工高別に見ると、30 億円以上の階層の「月 45 時間超え職員」は 23.5%、「年 360 時間超え職員」

は 27.6%と高い割合を示しており、規模の大きい企業ほど長時間労働の職員が多くなる傾向が見ら

れる。 

長時間労働している現場職員数（完工高別） 

 1 億円未満 1～5 億円 5～10 億円 10～30 億円 30 億円以上 合計 

現場職員総数 22 人 575人 492人 710人 1,010 人 2,809 人 

月 45時間超え職員 
0 人 53 人 59 人 172人 237人 521人 

(0.0%) (9.2%) (12.0%) (24.2%) (23.5%) (18.5%) 

年 360 時間超え職員 
0 人 15 人 19 人 54 人 279人 367人 

(0.0%) (2.6%) (3.9%) (7.6%) (27.6%) (13.1%) 

 

 地区別に見ると、金沢地区の「月 45 時間超え職員」は 25.2%、「年 360 時間超え職員」は 21.5%

と高い割合を示しているが、金沢地区に規模の大きな企業が比較的多いことが影響していると考え

られる。 

長時間労働している現場職員数（地区別） 

 金沢地区 加賀地区 能登地区 合計 

現場職員総数 1,481 人 656人 672人 2,809 人 

月 45時間超え職員 
373人 116人 32 人 521人 

(25.2%) (17.7%) (4.8%) (18.5%) 

年 360 時間超え職員 
318人 42 人 7 人 367人 

(21.5%) (6.4%) (1.0%) (13.1%) 

 

 

② 長時間労働している現場職員のいる企業数 

 

 長時間労働している現場職員のいる企業数を確認したところ、「月 45 時間超え職員」のいる企業

は 53 社（36.3%）、「月 100 時間以上職員」のいる企業は 16 社（11.0%）、「年 360 時間超え職員」の

いる企業は 24 社（16.4%）、「年 720 時間超え職員」のいる企業は 9 社（6.2%）であった。また、上

記のいずれにも該当しない企業数は 93 社（63.7%）であった。 

 

60社(39.5%)

18社(11.8%)

33社(21.7%)
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16社(11.0%)
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月45時間超え職員のいる企業
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年360時間超え職員のいる企業

年720時間超え職員のいる企業
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 業種別に見ると、舗装では「月 45 時間超え職員」のいる企業が 70.0%、「年 360 時間超え職員」

のいる企業が 50.0%を占めている。建築でも「月 45 時間超え職員」のいる企業が 64.7%、「年 360

時間超え職員」のいる企業が 29.4%を占めている。 

 

完工高別に見ると、30億円以上の階層では「月 45 時間超え職員」のいる企業が 70.0%、「年 360

時間超え職員」のいる企業が 60.0%を占めている。10～30 億円の階層でも「月 45 時間超え職員」

のいる企業が 53.6%、「年 360 時間超え職員」のいる企業が 32.1%を占めている。 

 

地区別に見ると、「月 45 時間超え職員」のいる企業は金沢地区 58.7%、加賀地区 31.4%、能登地

区 20.4%であった。また、「年 360 時間超え職員」のいる企業は金沢地区 30.4%、加賀地区 13.7%、

能登地区 6.1%であった。金沢地区では能登地区に比べて長時間労働職員のいる企業が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

長時間労働している現場職員のいる企業数（業種別） 

 土木 建築 土木・建築 舗装 合計 

対象企業数 104社 17 社 15 社 10 社 146社 

月 45時間超え職員のいる企業 
30 社 11 社 5 社 7 社 53 社 

(28.8%) (64.7%) (33.3%) (70.0%) (36.3%) 

年 360 時間超え職員のいる企業 
11 社 5 社 3 社 5 社 24 社 

(10.6%) (29.4%) (20.0%) (50.0%) (16.4%) 

長時間労働している現場職員のいる企業数（完工高別） 

 1 億円未満 1～5 億円 5～10 億円 10～30 億円 30 億円以上 合計 

対象企業数 7 社 66 社 35 社 28 社 10 社 146社 

月 45時間超え職員のいる企業 
0 社 17 社 14 社 15 社 7 社 53 社 

(0.0%) (25.8%) (40.0%) (53.6%) (70.0%) (36.3%) 

年 360時間超え職員のいる企業 
0 社 4 社 5 社 9 社 6 社 24 社 

(0.0%) (6.1%) (14.3%) (32.1%) (60.0%) (16.4%) 

長時間労働している現場職員のいる企業数（地区別） 

 金沢地区 加賀地区 能登地区 合計 

対象企業数 46 社 51 社 49 社 146社 

月 45時間超え職員のいる企業 
27 社 16 社 10 社 53 社 

(58.7%) (31.4%) (20.4%) (36.3%) 

年 360 時間超え職員のいる企業 
14 社 7 社 3 社 24 社 

(30.4%) (13.7%) (6.1%) (16.4%) 
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（１０） 技術者・技能者の休日出勤や時間外労働が生じる要因(回答 146 社 2つまで回答)  

 

 技術者・技能者の休日出勤や時間外労働が生じる主な要因を聞いたところ、「発注者向け書類の

業務が多い」が 65 社（44.5%）と最も多く、次いで、「天候不順等への対応」44 社（30.1%）、「契約

時点で工期に余裕がない」39 社（26.7%）、「設計と現場の不整合や設計不備への対応」38 社（26.0%）、

「現場の性格上、早出・残業する必要がある」26 社（17.8%）と続いている。 

 

なお、「その他」12 社の具体的内容は、主に以下のとおりである。 

 そもそも、現場に直行直帰の考え方であるので、移動時間が歩掛や経費も含めて考慮されてい

ない。県や市町村、民間工事などをする地元中規模会社は、会社に集合して現場に行く会社が

大半である。この時点で、移動時間に対しても勤務時間になるので、現場でギリギリ 8 時間労

働すると、移動の時間は残業になる。この考え方を改めないと、現場作業以外の残業を減らす

事はできない。（土木） 

 発注者書類以外にも日常管理書類(安全管理上の作業計画書等）を現場作業終了後に作成して

いる為、作業内容が頻繁に変化する工事は、内業時間が増加する傾向にある。（土木） 

 技術者の経験が浅い為、資料作成業務に不慣れであり時間を要している。（土木） 

 災害復旧工事。（土木） 

 人員不足によるもの。（土木） 

 冬期間の除雪によるもの。（土木） 

 工事の集中。（建築） 

 定時で仕事を終わらせて帰ろうとする意識が薄く、ダラダラ残業している。（土木・建築） 

 技能者の働き方が週休二日になっていないため。（土木・建築） 

 舗装工事のため、一般土木施工が遅れる事により、工期に余裕がなくなる。（舗装） 

 元請業者の要求（舗装） 

  

65社(44.5%)

44社(30.1%)

39社(26.7%)

38社(26.0%)

26社(17.8%)

15社(10.3%)

13社(8.9%)

9社(6.2%)

8社(5.5%)

12社(8.2%)

発注者向け書類の業務が多い

天候不順等への対応

契約時点で工期に余裕がない

設計と現場の不整合や設計不備への対応

現場の性格上、早出・残業する必要がある

地元説明・調整等への対応

発注者の対応が遅い（指示・回答・設計変更等）

竣工・中間等検査への対応

発注者側で行うべき資料作成などの業務が多い

その他

0% 20% 40% 60%

休日出勤や時間外労働が生じる要因
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前ページで回答数の多い 5 項目について、さらに業種別に集計した。 

 建築では、土木に比べて「発注者向け書類の業務が多い」「契約時点で工期に余裕がない」の

割合が高い。特に「契約時点で工期に余裕がない」では土木との差が大きく、民間建築工事で

は発注者の短工期の希望によって、適正な工期設定が難しいものと考えられる。 

 47 ページで見たとおり、舗装では長時間労働の現場職員の割合が高くなっている。このこと

は、書類作成業務の負担、屋外作業による天候の影響のほか、前工程の遅れや元請企業の要求

により工期が短くなること等が、主な原因であると推察される。 

 

  

40.4%

34.6%

19.2%

29.8%

18.3%

70.6%

11.8%

64.7%

29.4%

0.0%

26.7%

13.3%

40.0%

13.3%

26.7%

70.0%

40.0%

20.0%

0.0%

30.0%

44.5%

30.1%

26.7%

26.0%

17.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

発注者向け書類の業務が多い

天候不順等への対応

契約時点で工期に余裕がない

設計と現場の不整合や設計不備への対応

現場の性格上、早出・残業する必要がある

休日出勤や時間外労働が生じる要因（業種別）

土木 建築 土木・建築 舗装 合計
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（１１） 現場の休日出勤や時間外労働を抑制するための取り組み(回答 146社 該当するもの全て回答)  

 

 現場における休日出勤や時間外労働を抑制するために実施している取り組みについて聞いたと

ころ、「自社の定年退職期の従業員を継続雇用」64 社(43.8%)、「施工状況を社内で共有し適切なア

ドバイスを実施」60 社(41.1%)、「3次元測量、ICT 施工等、3 次元データの活用」58社(39.7%)が上

位であった。 

  

64社(43.8%)

60社(41.1%)

58社(39.7%)

54社(37.0%)

50社(34.2%)

40社(27.4%)

39社(26.7%)

35社(24.0%)

35社(24.0%)

34社(23.3%)

33社(22.6%)

31社(21.2%)

30社(20.5%)

27社(18.5%)

24社(16.4%)

18社(12.3%)

13社(8.9%)

10社(6.8%)

9社(6.2%)

自社の定年退職期の

従業員を継続雇用

施工状況を社内で共有し

適切なアドバイスを実施

３次元測量、ＩＣＴ施工等、

３次元データの活用

電子小黒板の活用

着工前の施工リスクの

洗い出しと事前調整

書類作成等を補助

する事務員の配置

遠隔臨場の活用

業務標準化、

マニュアル整備等

事前届出制による

休日出勤の抑制

複数技術者の常時配置

クラウド活用による

データの共有化

繁忙期の技術者増員

勤怠管理システム等に

よる労働時間管理と指導

変形労働時間制の採用（繁忙期の

勤務時間・日数を増やす）

ノー残業デーの設定

派遣職員・臨時・

日雇雇用者の採用を拡充

外国人労働者を活用

フレックスタイム制の導入

ＶＲ、ＡＩ等の先端

テクノロジーの活用

0% 20% 40% 60%

現場の休日出勤や時間外労働を抑制するために実施した取り組み
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【有効と思った取り組み】 

休日出勤・時間外労働抑制の取り組みを実施した企業に、その効果を確認した。 

「効果があった」の割合が特に高いものは、「自社の定年退職期の従業員を継続雇用」95.3%、「複

数技術者の常時配置」85.3%、「勤怠管理システム等による労働時間管理と指導」83.3%、「書類作成

等を補助する事務員の配置」82.5%、「施工状況を社内で共有し適切なアドバイスを実施」81.7 %、

「電子小黒板の活用」81.5%であり、その他にも多くの取り組みで高い割合を示した。 

長時間労働の原因の一つである現場技術者の過大な業務負担を軽減するために、複数技術者の配

置、OB 活用によるベテラン技術者の確保、バックオフィスによる書類作成業務の支援、ICTの活用

による生産性向上など、組織全体でサポートする取り組みが進められている。 

61社

(95.3%)

29社

(85.3%)

25社

(83.3%)

33社

(82.5%)

49社

(81.7%)

44社

(81.5%)

45社

(77.6%)

24社

(77.4%)

27社

(77.1%)

25社

(75.8%)

20社

(74.1%)

36社

(72.0%)

25社

(64.1%)

15社

(62.5%)

11社

(61.1%)

21社

(60.0%)

6社

(46.2%)

3社

(30.0%)

2社

(22.2%)

1社

(1.6%)

2社

(5.9%)

2社

(6.7%)

2社

(5.0%)

7社

(11.7%)

10社

(18.5%)

9社

(15.5%)

3社

(9.7%)

4社

(11.4%)

4社

(12.1%)

4社

(14.8%)

7社

(14.0%)

9社

(23.1%)

6社

(25.0%)

2社

(11.1%)

11社

(31.4%)

1社

(7.7%)

2社

(22.2%)

2社

(3.1%)

3社

(8.8%)

3社

(10.0%)

5社

(12.5%)

4社

(6.7%)

4社

(6.9%)

4社

(12.9%)

4社

(11.4%)

4社

(12.1%)

3社

(11.1%)

7社

(14.0%)

5社

(12.8%)

3社

(12.5%)

5社

(27.8%)

3社

(8.6%)

6社

(46.2%)

7社

(70.0%)

5社

(55.6%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社の定年退職期の

従業員を継続雇用(64社)

複数技術者の常時配置(34社)

勤怠管理システム等に

よる労働時間管理と指導(30社)

書類作成等を補助

する事務員の配置(40社)

施工状況を社内で共有し

適切なアドバイスを実施(60社)

電子小黒板の活用(54社)

３次元測量、ＩＣＴ施工等、

３次元データの活用(58社)

繁忙期の技術者増員 (31社)

業務標準化、

マニュアル整備等(35社)

クラウド活用による

データの共有化(33社)

変形労働時間制の採用（繁忙期の

勤務時間・日数を増やす）(27社)

着工前の施工リスクの

洗い出しと事前調整 (50社)

遠隔臨場の活用(39社)

ノー残業デーの設定(24社)

派遣職員・臨時・

日雇雇用者の採用を拡充(18社)

事前届出制による

休日出勤の抑制(35社)

外国人労働者を活用(13社)

フレックスタイム制の導入(10社)

ＶＲ、ＡＩ等の先端

テクノロジーの活用(9社)

実施した取り組みの効果

効果があった・少し効果があった 効果がなかった・あまり効果がなかった 分からない
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（１２） 建設現場の時間外労働抑制のために発注者に望むこと(回答 146 社 2つまで回答) 

 

2024 年度の時間外労働の罰則付き上限規制の適用に向けて、現場における休日出勤や時間外労

働を抑制するために発注者等に望むことを聞いたところ、「提出書類の簡素化」が 91 社(62.3%)と

最も多く、次いで「適正な工期設定」65 社(44.5%)、「発注・施工時期の平準化」63 社(43.2%)、「適

正な設計図書や施工条件の整備」42 社(28.8%)と続いている。 

 

 

  

91社(62.3%)

65社(44.5%)

63社(43.2%)

42社(28.8%)

5社(3.4%)

4社(2.7%)

1社(0.7%)

1社(0.7%)

提出書類の簡素化

適正な工期設定

発注・施工時期の平準化

適正な設計図書や施工条件の整備

余裕期間制度（フレックス）の導入

ウィークリースタンスの徹底

遠隔臨場の活用

その他

0% 20% 40% 60% 80%

建設現場の時間外労働抑制のために発注者に望むこと
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前ページで回答数の多い 4 項目について、さらに業種別に集計した。 

 土木では、建築に比べて「発注・施工時期の平準化」の割合がより高い。 

 建築では、土木に比べて「提出書類の簡素化」「適正な工期設定」の割合がより高い。 

 舗装では、「提出書類の簡素化」「適正な工期設定」「発注・施工時期の平準化」のいずれも 50.0%

と高い。 

 

 

 

2024年 4 月から建設業にも適用される「時間外労働の罰則付き上限規制」では、臨時的な特別の

事情を除いて時間外労働の上限が月 45 時間、年 360 時間となることから、時間外労働が上限を超

える従業員がいる企業は、早急な対策が必要である。また、働き方改革への対応としては全ての従

業員が時間外労働の制限を遵守している必要があるので、1 人でも時間外労働の上限を超える場合

は、他の従業員が業務を代替するなど、特定の従業員に業務が集中しないようにする配慮も必要と

なる。 

 

57.7%

41.3%

48.1%

30.8%

82.4%

58.8%

29.4%

17.6%

80.0%

46.7%

20.0%

40.0%

50.0%

50.0%

50.0%

10.0%

62.3%

44.5%

43.2%

28.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

提出書類の簡素化

適正な工期設定

発注・施工時期の平準化

適正な設計図書や施工条件の整備

建設現場の時間外労働抑制のために発注者に望むこと（業種別）

土木 建築 土木・建築 舗装 合計
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出典：厚生労働省『時間外労働の上限規制 わかりやすい解説』 

[時間外労働の上限について]（労働基準法の改正） 

[労働時間の適正な把握]（労働安全衛生法の改正） 
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５．建設業における女性の定着促進について 

（１） 女性職員の定着促進についての対応（回答 146社） 

 

女性の定着促進についての対応を聞いたところ、「積極的に取り組んでいる」「ある程度取り組

んでいる」の合計は 49.3%であり、「これから取り組んでいく予定である」を加えると 78.8%とな

る。令和元年度調査に比べて取り組み企業が増加している。 

 

地区別に見ると、「積極的に取り組んでいる」「ある程度取り組んでいる」「これから取り組ん

でいく予定である」の合計は金沢地区で 80.5%、加賀地区で 72.5%、能登地区で 83.7%である。 

 

（２)  女性の定着促進に関して実施している取り組み内容（回答 146 社 複数回答） 

 

女性の定着促進に関して実施している取り組み内容を聞いたところ、「産休・育休制度の導入・

拡充」66 社(45.2%)、「時間外労働や休日出勤への配慮」54社(37.0%)、「女性の積極的な採用」45

社(30.8%)、「教育訓練の実施」43社(29.5%)が上位であった。 

令和 4 年度調査と比較すると、「時間外労働や休日出勤への配慮」が 8.1 ポイント、「時間単位

の有給休暇制度の導入」が 11.0 ポイントそれぞれ上昇している。 

17社

(11.6%)

18社

(12.2%)

24社

(16.4%)

18社

(11.8%)

17社

(11.6%)

27社

(18.5%)

43社

(29.1%)

40社

(27.4%)

43社

(28.3%)

55社

(37.7%)

48社

(32.9%)

50社

(33.8%)

52社

(35.6%)

59社

(38.8%)

43社

(29.5%)

51社

(34.9%)

33社

(22.3%)

26社

(17.8%)

23社

(15.1%)

25社

(17.1%)

3社

(2.1%)

4社

(2.7%)

1社

(0.7%)

3社

(2.0%)

4社

(2.7%)

3社

(2.1%)

6社

(3.9%)

2社

(1.4%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年度調査(146社)

令和２年度調査(148社)

令和３年度調査(146社)

令和４年度調査(152社)

今回調査(146社)

女性の定着促進についての対応

積極的に取り組んでいる ある程度取り組んでいる これから取り組んでいく予定である

あまり取り組みたいと思わない 全く取り組みたいと思わない 無回答

9社

(19.6%)

3社

(5.9%)

5社

(10.2%)

23社

(50.0%)

17社

(33.3%)

15社

(30.6%)

5社

(10.9%)

17社

(33.3%)

21社

(42.9%)

8社

(17.4%)

11社

(21.6%)

6社

(12.2%)

1社

(2.2%)

3社

(5.9%)

2社

(4.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金沢地区(46社)

加賀地区(51社)

能登地区(49社)

女性の定着促進についての対応（地区別）

積極的に取り組んでいる ある程度取り組んでいる これから取り組んでいく予定である
あまり取り組みたいと思わない 全く取り組みたいと思わない 無回答
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（３） 女性活躍・子育て支援制度への取り組み状況（回答 146 社 該当するもの全て回答） 

 

女性活躍・子育て支援制度への取り組み状況について確認した。 

 次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の届出企業は 58 社(39.7%)であり、今

後実施予定の企業を含めると 61 社(41.8%)となる見込みである。 

 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の届出企業は 27 社(18.5%)であり、今後実施予定

の企業を含めると 32 社(21.9%)となる見込みである。 

 いしかわ男女共同参画推進宣言企業の認定企業は 51 社(34.9%)であり、今後実施予定の企業を

含めると 55社(37.6%)となる見込みである。 

 くるみん認定企業、えるぼし認定企業は、どちらも 2 社(1.4%)と少ないものの、今後実施予定

の企業を含めると、くるみん認定企業は 8 社、えるぼし認定企業は 9 社になる見込みである。 

64社(42.1%)

44社(28.9%)

48社(31.6%)

46社(30.3%)

25社(16.4%)

35社(23.0%)

17社(11.2%)

23社(15.1%)

16社(10.5%)

9社(5.9%)

66社(45.2%)

54社(37.0%)

45社(30.8%)

43社(29.5%)

40社(27.4%)

37社(25.3%)

22社(15.1%)

19社(13.0%)

19社(13.0%)

7社(4.8%)

産休・育休制度の導入・拡充

時間外労働や休日出勤への配慮

女性の積極的な採用

教育訓練の実施

時間単位の有給休暇制度の導入

介護支援制度の導入・拡充

短時間勤務制度、フレックスタイム制度の導入

女性職員の管理職登用

育成に向けた配置、職種の転換

復職制度の導入や、職場復帰に向けたサポート

0% 20% 40% 60%

女性の定着促進に関して実施している取り組み内容

令和４年度調査(152社) 今回調査(146社)

58社

(39.7%)

2社

(1.4%)

27社

(18.5%)

2社

(1.4%)

51社

(34.9%)

3社

(2.1%)

6社

(4.1%)

5社

(3.4%)

7社

(4.8%)

4社

(2.7%)

0社 20社 40社 60社 80社

次世代育成支援対策推進法に基づく

一般事業主行動計画の届出

くるみん認定

女性活躍推進法に基づく

一般事業主行動計画の届出

えるぼし認定

いしかわ男女共同参画推進宣言企業

女性活躍・子育て支援制度への取り組み状況

認定・申請・届出済 申請・届出予定

61社

(41.8%)

8社

(5.5%)

32社

(21.9%)

9社

(6.2%)

55社

(37.6%)
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このように、現在はくるみん認定、えるぼし認定に取り組んでいる企業は少ないものの、今後は

一般事業主行動計画の届出増加に併せて認定企業の増加が期待される。 

 

 なお、現在、取り組み実績のある企業は 78社（53.4%）、このうち複数の実績がある企業は 41 社

（28.1%）となっている。今後実施予定のものを含めると、取り組む企業は 81 社（55.5%）、このう

ち複数取り組む企業は 44 社（30.2%）になる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【補足：えるぼし認定企業、くるみん認定企業の解説】 

  

０件

68社 46.6%

１件

37社 25.3%

２件

24社 16.4%

３件

15社 10.3%

４件以上

2社 1.4%

女性活躍・子育て支援制度への取り組み状況

（各社で実施済の件数）

０件

65社 44.5%

１件

37社 25.3%

２件

22社 15.1%

３件

13社 8.9%

４件以上

9社 6.2%

女性活躍・子育て支援制度への取り組み状況

（各社で実施済＋実施予定の件数）
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６．事業承継について 

 

近年、事業承継への関心が高まっているが、特に建設業では「地域の守り手」として空白地域を

作らないためにも円滑な事業承継が課題となっているため、事業承継の状況等について確認した。 

 

（１） 代表者の年齢（回答 146社） 

 

 代表者の年齢（代表者が複数いる場合は社長の年

齢）を聞いたところ、「30 代以下」2 社（1.4%）、

「40 代」32社（21.9%）、「50 代」44社（30.1%）、

「60 代」48社（32.9%）、「70 代」17社（11.6%）、

「80 代以上」3 社（2.1%）である。 

 代表者の年齢が 70代以上の企業は全体の 13.7%で

あり、代表者の年齢が 60 代以上の企業を含めると、

全体の 46.6%となることから、多くの企業で計画的

な事業承継の準備が必要と思われる。 

 

 

 

 

 

（２） 後継者について（回答 146 社） 

 

① 後継者について 

 

 後継者が決まっているか聞いたところ、「決まって

いる」49 社（33.6%）、「後継者にしたい人はいる」23

社（15.8%）、「決まっていない」20社（13.7%）、「現

時点では考えていない」51 社（34.9%）、「その他」2

社（1.4%）、無回答 1 社（0.7%）であり、合わせて

48.6%の企業が後継者未定の状況である。 

  

30代以下

2社 1.4%

40代

32社 21.9%

50代

44社 30.1%

60代

48社 32.9%

70代

17社 11.6%

80代以上

3社 2.1%

代表者の年齢

決まっている

49社 33.6%

後継者にした

い人はいる

23社 15.8%
決まっていない

20社 13.7%

現時点では考

えていない

51社 34.9%

その他

2社 1.4%

無回答

1社 0.7%

後継者について
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代表者が 60代の企業（48 社）、代表者が 70 代以上の企業（20 社）についても同様に集計した結

果は、下図のとおりである。 

「現時点では考えていない」の割合は、全体では 34.9%だが、代表者が 60代のグループでは 18.8%、

代表者が 70代以上のグループでは 10.0%に低下している。 

ただし、「決まっていない」と「現時点では考えていない」を合わせた割合では、代表者が 60 代

のグループでは 33.4%、代表者が 70代以上のグループでも 25.0%あり、代表者が高齢になっても後

継者未定の企業が少なからず存在している。 

 

② 代表者と後継者（または後継者にしたい者）との関係 

 

後継者についての質問で「決まっている」「後継者

にしたい人はいる」と回答した 72 社に、代表者と後

継者（または後継者にしたい人）との関係を聞いた

ところ、「子供」50 社(69.4%)、｢子以外の親族｣10社

（13.9%）であり、子や親族に事業を承継する親族内

承継が 83.3%を占めている。 

また、「自社の役員・従業員」の回答は 8 社（11.1%）

あり、役員や従業員を後継者とする親族外承継を考

えている企業も少なからず存在している。 

  

子供

50社 69.4%

子以外の親族

10社 13.9%

自社の役員

・従業員

8社 11.1%

外部からの登用

1社 1.4%

その他

2社 2.8%
無回答

1社 1.4%

代表者と後継者との関係

49社

(33.6%)

23社

(47.9%)

11社

(55.0%)

23社

(15.8%)

7社

(14.6%)

3社

(15.0%)

20社

(13.7%)

7社

(14.6%)

3社

(15.0%)

51社

(34.9%)

9社

(18.8%)

2社

(10.0%)

2社

(1.4%)

1社

(2.1%)

1社

(5.0%)

1社

(0.7%)

1社

(2.1%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(146社)

代表者60代(48社)

代表者70代以上(20社)

後継者について

決まっている 後継者にしたい人はいる 決まっていない 現時点では考えていない その他 無回答
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（３） 事業承継における課題（回答 146 社 2 つまで回答） 

 

 事業承継における課題について聞いたところ、全体では「今後の安定的な受注量の確保」が 64 社

（43.8%）と最も多く、次いで、「後継者の教育・育成」60 社（41.1%）、「後継者の確保」41 社（28.1%）、

「従業員との信頼関係の構築」39社（26.7%）が続いている。集計結果からは、「資産の承継」（株

式譲渡、借入金等の引継ぎ）に比べて、「後継者の教育・育成や確保」や「経営基盤の安定」（安定

的な受注確保、従業員との信頼関係構築）をより重視していることがうかがわれる。 

  

 

  

64社(43.8%)

60社(41.1%)

41社(28.1%)

39社(26.7%)

23社(15.8%)

13社(8.9%)

6社(4.1%)

3社(2.1%)

2社(1.4%)

5社(3.4%)

今後の安定的な受注量の確保

後継者の教育・育成

後継者の確保

従業員との信頼関係の構築

後継者への株式譲渡（節税対策）

取引先との関係維持

借入金・債務保証の引継ぎ

分散した株式の集約

その他

課題はない

0% 20% 40% 60%

事業承継における課題
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７．採算性について 

（１） 2022 年度における採算性の変化について（回答 146 社） 

 

 2022 年度（決算月 2022 年 4 月～2023 年 3 月）における採算性の変化（営業利益率が前年度に

比べて良くなったか、悪くなったか）を確認したところ、「良くなった」26 社（17.8%）、「やや良

くなった」22 社（15.1%）、「現状維持」56 社（38.4%）、「やや悪くなった」26 社（17.8%）、「悪く

なった」16社（11.0%）であった。 

「良くなった」「やや良くなった」の合計 48 社（32.9%）が「悪くなった」「やや悪くなった」の

合計 42 社（28.8%）を上回っており、令和 4 年度調査に比べて、全体として採算性は改善してい

る。 

 

業種別に見ると、土木・建築を除き、「良くなった・やや良くなった」の企業数が「悪くなった・

やや悪くなった」の企業数を上回っている。（以下のグラフでは、結果を見やすくするため、回答

を「良くなった・やや良くなった」「現状維持」「悪くなった・やや悪くなった」の 3 グループに分

類して集計している。） 

  

32社

(22.2%)

17社

(11.2%)

26社

(17.8%)

27社

(18.8%)

23社

(15.1%)

22社

(15.1%)

54社

(37.5%)

59社

(38.8%)

56社

(38.4%)

18社

(12.5%)

37社

(24.3%)

26社

(17.8%)

13社

(9.0%)

16社

(10.5%)

16社

(11.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和３年度調査(144社)

令和４年度調査(152社)

今回調査(146社)

採算性の変化

良くなった やや良くなった 現状維持 やや悪くなった 悪くなった

34社(32.7%)

7社(41.2%)

4社(26.7%)

3社(30.0%)

41社(39.4%)

5社(29.4%)

5社(33.3%)

5社(50.0%)

29社(27.9%)

5社(29.4%)

6社(40.0%)

2社(20.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木(104社)

建築(17社)

土木・建築(15社)

舗装(10社)

採算性の変化（業種別）

良くなった・やや良くなった 現状維持 悪くなった・やや悪くなった
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完工高別に見ると、5～10 億円、10～30 億円、30 億円以上の各階層は「良くなった・やや良くな

った」の企業数が「悪くなった・やや悪くなった」の企業数を上回っており、規模の大きいグルー

プの方が採算性改善の傾向が見られる。 

 

 

（２） 採算性が良くなった理由（回答 48 社 2 つまで回答） 

 

 採算性が「良くなった」「やや良くなった」と回答した 48 社にその理由を聞いたところ、「利益が

確保できる工事の増加」37 社（77.1%）、「受注の増加」32社（66.7%）が上位であった。令和 4 年度

と比較すると、「受注の増加」の割合が 42.5%から 66.7%に大きく上昇している。 

 

  

1社(14.3%)

17社(25.8%)

14社(40.0%)

12社(42.9%)

4社(40.0%)

3社(42.9%)

26社(39.4%)

13社(37.1%)

9社(32.1%)

5社(50.0%)

3社(42.9%)

23社(34.8%)

8社(22.9%)

7社(25.0%)

1社(10.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(7社)

1～5億円(66社)

5～10億円(35社)

10～30億円(28社)

30億円以上(10社)

採算性の変化（完工高別）

良くなった・やや良くなった 現状維持 悪くなった・やや悪くなった

32社(80.0%)

17社(42.5%)

3社(7.5%)

4社(10.0%)

2社(5.0%)

1社(2.5%)

37社(77.1%)

32社(66.7%)

5社(10.4%)

3社(6.3%)

2社(4.2%)

1社(2.1%)

利益が確保できる工事の増加

受注の増加

一般管理費の低減

外注費の低減

労務費の低減

材料費の低減

0% 20% 40% 60% 80%

採算性が良くなった理由

令和４年度調査(40社) 今回調査(48社)
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（３） 採算性が悪くなった理由（回答 42 社 2 つまで回答） 

 

 採算性が「悪くなった」「やや悪くなった」と回答した 42 社にその理由を聞いたところ、「受注の

減少」27 社（64.3%）、「利益が確保できる工事の減少」26社（61.9%）が上位であった。令和 4 年度

と比較すると、「受注の減少」の割合が 35.8%から 64.3%に大きく上昇している。 

（４） 2022 年度に完成した公共工事の採算性について 

 

 2022 年度に完成した公共工事(主な発注者のみ)の採算性について聞いたところ、総数 2,246 件

のうち 147 件(6.5%)が赤字工事であった。赤字工事の発生割合は、令和 4 年度調査の 7.7%に比べ

て 1.2 ポイント低下した。 

赤字工事 147 件の内訳を発注者別に見ると、発生件数が多いのは「石川県内の市町」71 件、「石

川県(土木)」55 件、「石川県(農林水産)」15 件であった。また、発生割合は「石川県(農林水産)」

の 16.7%が最も高いが、令和 4 年度調査（24.1%）に比べて 7.4 ポイント低下している。 

 

赤字工事の発生件数と発生割合（発注者別） 

  

今回調査 令和 4 年度調査 

完成工事件数 
赤字工事の 

発生件数 

赤字工事の 

発生割合 

赤字工事の 

発生割合 

北陸地方整備局（土木） 70 件 2 件 2.9% 4.7% 

石川県（土木） 974件 55 件 5.6% 4.8% 

石川県（建築）   58 件 4 件 6.9% 3.6% 

石川県（農林水産）  90 件 15 件 16.7% 24.1% 

石川県内の市町 1,054 件 71 件 6.7% 8.8% 

合計 2,246 件 147件 6.5% 7.7% 

 

赤字工事の発生件数が多い石川県(土木)、石川県(農林水産)、石川県内の市町について、地区別

（回答企業の本社所在地別）、完工高別に赤字工事の発生件数と発生割合を確認した。（発生割合は

「赤字工事件数÷完成工事件数」で計算しており、完成工事件数が 0 件の場合は「－」と表示した。） 

19社(35.8%)

34社(64.2%)

16社(30.2%)

17社(32.1%)

11社(20.8%)

5社(9.4%)

27社(64.3%)

26社(61.9%)

13社(31.0%)

8社(19.0%)

5社(11.9%)

4社(9.5%)

受注の減少

利益が確保できる工事の減少

材料費の増加

外注費の増加

労務費の増加

一般管理費の増加

0% 20% 40% 60% 80%

採算性が悪くなった理由

令和４年度調査(53社) 今回調査(42社)
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【石川県（土木）】 

地区別に見ると、赤字工事の発生件数は能登地区が 27件と最も多く、発生割合も能登地区が 7.7%

と最も高い。また完工高別に見ると、発生件数は 1～5 億円の階層が 22 件と最も多く、発生割合は

1 億円未満の階層が 28.6%と最も高い。 

 

赤字工事の発生件数と発生割合【石川県（土木）】 

（地区別・完工高別） 

完工高 金沢地区 加賀地区 能登地区 合計 

1億円未満 0件/  0件 － 2件/  4件 50.0% 0件/  3件 0.0% 2件/  7件 28.6% 

1～5億円 3件/ 26件 11.5% 5件/134件 3.7% 14件/168件 8.3% 22件/328件 6.7% 

5～10億円 1件/ 49件 2.0% 6件/ 90件 6.7% 9件/129件 7.0% 16件/268件 6.0% 

10～30億円 7件/162件 4.3% 3件/ 75件 4.0% 0件/  7件 0.0% 10件/244件 4.1% 

30億円以上 1件/ 71件 1.4% 0件/ 14件 0.0% 4件/ 42件 9.5% 5件/127件 3.9% 

合計 12件/308件 3.9% 16件/317件 5.0% 27件/349件 7.7% 55件/974件 5.6% 

 

【石川県（農林水産）】 

地区別に見ると、赤字工事の発生件数は能登地区が 8件と最も多く、発生割合は加賀地区が 20.6%

と最も高い。また完工高別に見ると、発生件数は 1～5 億円の階層が 7 件と最も多く、発生割合は

1 億円未満の階層が 50.0%と最も高い。 

 

赤字工事の発生件数と発生割合【石川県（農林水産）】 

（地区別・完工高別） 

完工高 金沢地区 加賀地区 能登地区 合計 

1億円未満 0件/  0件 － 0件/  0件 － 1件/  2件 50.0% 1件/  2件 50.0% 

1～5億円 0件/  0件 － 2件/ 13件 15.4% 5件/ 30件 16.7% 7件/ 43件 16.3% 

5～10億円 0件/  0件 － 2件/ 11件 18.2% 0件/  5件 0.0% 2件/ 16件 12.5% 

10～30億円 0件/  0件 － 2件/  8件 25.0% 0件/  0件 － 2件/  8件 25.0% 

30億円以上 0件/  1件 0.0% 1件/  2件 50.0% 2件/ 18件 11.1% 3件/ 21件 14.3% 

合計 0件/  1件 0.0% 7件/ 34件 20.6% 8件/ 55件 14.5% 15件/ 90件 16.7% 

 

【石川県内の市町】 

地区別に見ると、赤字工事の発生件数は加賀地区が 35件と最も多く、発生割合は能登地区が 9.2%

と最も高い。また完工高別に見ると、発生件数は 1～5 億円の階層が 34 件と最も多く、発生割合は

1 億円未満の階層が 33.3%と最も高い。 

 

赤字工事の発生件数と発生割合【石川県内の市町】 

（地区別・完工高別） 

完工高 金沢地区 加賀地区 能登地区 合計 

1億円未満 0件/  0件 － 1件/  8件 12.5% 4件/  7件 57.1% 5件/ 15件 33.3% 

1～5億円 4件/ 29件 13.8% 14件/174件 8.0% 16件/150件 10.7% 34件/353件 9.6% 

5～10億円 3件/ 76件 3.9% 9件/133件 6.8% 7件/129件 5.4% 19件/338件 5.6% 

10～30億円 1件/111件 0.9% 11件/122件 9.0% 0件/  0件 － 12件/233件 5.2% 

30億円以上 0件/ 82件 0.0% 0件/ 14件 0.0% 1件/ 19件 5.3% 1件/115件 0.9% 

合計 8件/298件 2.7% 35件/451件 7.8% 28件/305件 9.2% 71件/1054件 6.7% 
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（５） 赤字が発生した理由について（発注者別に３つまで回答） 

 

発注者別に赤字工事発生企業数を見ると、赤字工事の発生した企業数は、北陸地方整備局（土木）

2 社、石川県（土木）31 社、石川県(建築)3 社、石川県(農林水産)12 社、石川県内の市町 29 社で

あった。受注企業数に占める赤字工事発生企業数の割合で見ると、石川県(農林水産)の 30.0%が最

も高いが、令和 4 年度調査（40.0%）に比べて 10.0 ポイント低下している。 

 

赤字の発生理由を発注者別に見ると、どの発注者でも「材料費の値上がり」「積算単価の乖離」

の割合が高い。 

赤字の発生理由（発注者別） 

 北陸地方整

備局(土木） 

石川県 

(土木） 

石川県 

(建築） 

石川県 

(農林水産） 

石川県内 

の市町 

  2 社 31 社 3 社 12 社 29 社 

労務費の値上がり 
0 社 11 社 1 社 3 社 11 社 

(0.0%) (35.5%) (33.3%) (25.0%) (37.9%) 

材料費の値上がり 
1 社 15 社 1 社 4 社 11 社 

(50.0%) (48.4%) (33.3%) (33.3%) (37.9%) 

発注者の積算漏れ 
0 社 3 社 1 社 1 社 2 社 

(0.0%) (9.7%) (33.3%) (8.3%) (6.9%) 

積算単価の乖離 
2 社 12 社 1 社 7 社 13 社 

(100.0%) (38.7%) (33.3%) (58.3%) (44.8%) 

増額変更が無かった 
0 社 6 社 0 社 2 社 9 社 

(0.0%) (19.4%) (0.0%) (16.7%) (31.0%) 

発注者都合の工期延長 
1 社 7 社 0 社 1 社 5 社 

(50.0%) (22.6%) (0.0%) (8.3%) (17.2%) 

発注者都合の着工遅れ 
0 社 2 社 0 社 0 社 1 社 

(0.0%) (6.5%) (0.0%) (0.0%) (3.4%) 

発注者の対応（ワンデーレ

スポンス）が不十分 

1 社 4 社 0 社 0 社 2 社 

(50.0%) (12.9%) (0.0%) (0.0%) (6.9%) 

受発注者間の情報共有不

足 

0 社 1 社 0 社 0 社 0 社 

(0.0%) (3.2%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) 

自社の責任による赤字発

生 

0 社 5 社 0 社 2 社 6 社 

(0.0%) (16.1%) (0.0%) (16.7%) (20.7%) 

その他 
0 社 2 社 1 社 3 社 3 社 

(0.0%) (6.5%) (33.3%) (25.0%) (10.3%) 

※回答率が 30%を超える項目を色付きで表示している。 

赤字工事が発生した企業の割合（発注者別） 

  
今回調査 令和 4 年度調査 

受注 

企業数 

赤字工事 

発生企業数 

赤字工事 

発生企業の割合 

赤字工事 

発生企業の割合 

北陸地方整備局（土木） 24 社 2 社 8.3% 13.8% 

石川県（土木） 107社 31 社 29.0% 23.0% 

石川県（建築）   25 社 3 社 12.0% 8.3% 

石川県（農林水産）  40 社 12 社 30.0% 40.0% 

石川県内の市町 101社 29 社 28.7% 28.4% 
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赤字工事の発生件数が多い石川県(土木)、石川県(農林水産)、石川県内の市町について、過去の

調査結果との比較を行った。 

 

【石川県（土木）】 

赤字の発生理由は、「材料費の値上がり」15 社（48.4%）、「積算単価の乖離」12 社（38.7%）、「労

務費の値上がり」11 社（35.5%）が上位であった。「材料費の値上がり」は令和 3年度調査から 2 年

連続して上昇しているほか、「労務費の値上がり」が 8.6 ポイント上昇しており、昨今の資材価格

高騰、作業員不足が工事の収益性悪化に大きく影響していると考えられる。一方で、「積算単価の

乖離」は 11.3 ポイント低下している。 

【 赤字の発生理由「その他」の内容 】 

 地元調整の不備による施工の長期中断 

 規模が小さい 

4社(19.0%)

6社(28.6%)

6社(28.6%)

3社(14.3%)

6社(28.6%)

2社(9.5%)

0社(0.0%)

2社(9.5%)

2社(9.5%)

5社(23.8%)

10社(38.5%)

13社(50.0%)

7社(26.9%)

4社(15.4%)

6社(23.1%)

1社(3.8%)

1社(3.8%)

3社(11.5%)

3社(11.5%)

4社(15.4%)

15社(48.4%)

12社(38.7%)

11社(35.5%)

7社(22.6%)

6社(19.4%)

5社(16.1%)

4社(12.9%)

3社(9.7%)

2社(6.5%)

1社(3.2%)

2社(6.5%)

材料費の値上がり

積算単価の乖離

労務費の値上がり

発注者都合の工期延長

増額変更が無かった

自社の責任による赤字発生

発注者の対応（ワンデー

レスポンス）が不十分

発注者の積算漏れ

発注者都合の着工遅れ

受発注者間の情報共有不足

その他

0% 20% 40% 60%

赤字の発生理由【石川県（土木）】

令和３年度調査(21社) 令和４年度調査(26社) 今回調査(31社)
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【石川県（農林水産）】 

赤字の発生理由は、「積算単価の乖離」7 社（58.3%）、「材料費の値上がり」4 社（33.3%）、「労務

費の値上がり」3 社（25.0%）が上位であった。令和 4 年度調査と比較すると、「積算単価の乖離」

が 21.9 ポイント上昇したが、「増額変更が無かった」が 33.3 ポイント低下した。 

なお、「その他」の記述にもある通り、ほ場整備工事は土壌の問題や、農閑期に施工することに

よる天候の問題により、施工上のリスクが高いと思われる。現場条件が異なる場合や、天候不良に

よる工程遅延があれば、適切に契約変更することが必要である。 

 

【 赤字の発生理由「その他」の内容 】 

 ほ場整備は工期が秋から冬にかけてが多く、気候に左右されやすい 

 ほ場整備工事において表土に砂利が多い 

 大雪の為、工期が大幅に延期になり、経費等が増加した 

8社(50.0%)

2社(12.5%)

5社(31.3%)

5社(31.3%)

3社(18.8%)

2社(12.5%)

3社(18.8%)

2社(12.5%)

4社(25.0%)

8社(36.4%)

6社(27.3%)

5社(22.7%)

11社(50.0%)

4社(18.2%)

0社(0.0%)

2社(9.1%)

1社(4.5%)

5社(22.7%)

7社(58.3%)

4社(33.3%)

3社(25.0%)

2社(16.7%)

2社(16.7%)

1社(8.3%)

1社(8.3%)

0社(0.0%)

0社(0.0%)

3社(25.0%)

積算単価の乖離

材料費の値上がり

労務費の値上がり

増額変更が無かった

自社の責任による赤字発生

発注者の積算漏れ

発注者都合の工期延長

発注者都合の着工遅れ

受発注者間の情報共有不足

その他

0% 20% 40% 60%

赤字の発生理由【石川県（農林水産）】

令和３年度調査(16社) 令和４年度調査(22社) 今回調査(12社)
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【石川県内の市町】 

赤字の発生理由は、「積算単価の乖離」13 社（44.8%）、「材料費の値上がり」11社（37.9%）、「労

務費の値上がり」11 社（37.9%）が上位であった。令和 4年度調査と比較すると、「材料費の値上が

り」が 13.7ポイント、「労務費の値上がり」が 19.7 ポイントそれぞれ上昇している。 

 

【 赤字の発生理由「その他」の内容 】 

 現場と設計書の違いがあり現地調査、試掘の繰り返しでなかなか本作業が出来なかった 

 災害対応により施工が中断 

 規模が小さい 

 

  

13社(40.6%)

10社(31.3%)

12社(37.5%)

13社(40.6%)

2社(6.3%)

4社(12.5%)

3社(9.4%)

1社(3.1%)

2社(6.3%)

5社(15.6%)

17社(51.5%)

8社(24.2%)

6社(18.2%)

13社(39.4%)

2社(6.1%)

6社(18.2%)

1社(3.0%)

1社(3.0%)

1社(3.0%)

6社(18.2%)

13社(44.8%)

11社(37.9%)

11社(37.9%)

9社(31.0%)

6社(20.7%)

5社(17.2%)

2社(6.9%)

2社(6.9%)

1社(3.4%)

0社(0.0%)

3社(10.3%)

積算単価の乖離

材料費の値上がり

労務費の値上がり

増額変更が無かった

自社の責任による赤字発生

発注者都合の工期延長

発注者の積算漏れ

発注者の対応（ワンデー

レスポンス）が不十分

発注者都合の着工遅れ

受発注者間の情報共有不足

その他

0% 20% 40% 60%

赤字の発生理由【石川県内の市町】

令和３年度調査(32社) 令和４年度調査(33社) 今回調査(29社)
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(６) 公共工事の利益確保のために発注者に望むこと（回答 146 社 2 つまで回答） 

 

 公共工事の利益確保のために発注者に望むことについて聞いたところ、「市場の状況に応じた適

正な予定価格の設定」74 社（50.7%）、「契約変更への柔軟な対応」54 社（37.0%）が上位である。ま

た、「適切な積算の実現」、「発注・施工時期の平準化」は令和 3 年度調査以降、徐々に回答企業数

が増加している。 

 

  

74社(50.7%)

54社(37.0%)

36社(24.7%)

26社(17.8%)

46社(31.5%)

34社(23.3%)

7社(4.8%)

83社(54.6%)

63社(41.4%)

39社(25.7%)

32社(21.1%)

32社(21.1%)

31社(20.4%)

15社(9.9%)

74社(50.7%)

54社(37.0%)

42社(28.8%)

35社(24.0%)

32社(21.9%)

31社(21.2%)

17社(11.6%)

市場の状況に応じた適正な予定価格の設定

契約変更への柔軟な対応

適切な積算の実現

発注・施工時期の平準化

余裕を持った工期の設定

不備のない設計図書による発注

最低制限価格算定式の見直しや上限の撤廃

0% 20% 40% 60%

公共工事の利益確保のために発注者に望むこと

令和３年度調査(146社) 令和４年度調査(152社) 今回調査(146社)
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８．発注者の対応について 

(１) 担い手３法改正後の発注者の対応について 

 

2022 年度以降に受注がある企業に対し、公共工事に関する発注者の対応状況を確認した。 

（① 予定価格の設定、② 工期の設定、③ 設計変更への対応(請負代金)、④ 設計変更への対応(工

期)、⑤ 発注・施工時期の平準化、⑥ 受発注者間の情報共有（三者会議等）、⑦ 発注者の対応（ワ

ンデーレスポンス）、⑧ 工事工程表や現場施工条件の明示の 8 項目。） 

  

 

  

発注者の対応について 

分類 

北陸地方整備局 石川県 石川県内の市町 

26 社 135社 133社 

良い 普通 悪い 良い 普通 悪い 良い 普通 悪い 

①予定価格の

設定 

今回調査 10社 16社 0 社 25社 101 社 9 社 13社 92社 28社 

 38.5% 61.5% 0.0% 18.5% 74.8% 6.7% 9.8% 69.2% 21.1% 

Ｒ４調査 42.9% 57.1% 0.0% 20.3% 73.2% 6.5% 13.2% 66.9% 19.9% 

増減 ▲4.4% ＋4.4% ＋0.0% ▲1.8% ＋1.6% ＋0.2% ▲3.4% ＋2.3% ＋1.2% 

②工期の設定 

今回調査 8 社 17社 1 社 19社 105 社 11社 11社 104 社 18社 

 30.8% 65.4% 3.8% 14.1% 77.8% 8.1% 8.3% 78.2% 13.5% 

Ｒ４調査 28.6% 64.3% 7.1% 15.9% 74.6% 9.4% 11.0% 75.0% 14.0% 

増減 ＋2.2% ＋1.1% ▲3.3% ▲1.8% ＋3.2% ▲1.3% ▲2.7% ＋3.2% ▲0.5% 

③設計変更へ

の対応（請負代

金） 

今回調査 14社 12社 0 社 22社 98社 15社 6 社 87社 40社 

 53.8% 46.2% 0.0% 16.3% 72.6% 11.1% 4.5% 65.4% 30.1% 

Ｒ４調査 53.6% 46.4% 0.0% 15.2% 78.3% 6.5% 4.4% 64.7% 30.9% 

増減 ＋0.2% ▲0.2% ＋0.0% ＋1.1% ▲5.7% ＋4.6% ＋0.1% ＋0.7% ▲0.8% 

④設計変更へ

の対応（工期） 

今回調査 12社 14社 0 社 23社 100 社 12社 9 社 104 社 20社 

 46.2% 53.8% 0.0% 17.0% 74.1% 8.9% 6.8% 78.2% 15.0% 

Ｒ４調査 46.4% 50.0% 3.6% 12.3% 76.1% 11.6% 7.4% 72.8% 19.9% 

増減 ▲0.2% ＋3.8% ▲3.6% ＋4.7% ▲2.0% ▲2.7% ▲0.6% ＋5.4% ▲4.9% 

⑤発注・施工時

期の平準化 

今回調査 8 社 17社 1 社 13社 98社 24社 4 社 91社 38社 

 30.8% 65.4% 3.8% 9.6% 72.6% 17.8% 3.0% 68.4% 28.6% 

Ｒ４調査 17.9% 75.0% 7.1% 10.9% 58.7% 30.4% 1.5% 60.3% 38.2% 

増減 ＋12.9% ▲9.6% ▲3.3% ▲1.3% ＋13.9% ▲12.6% ＋1.5% ＋8.1% ▲9.6% 

⑥受発注者間

の情報共有（三

者会議等） 

今回調査 10社 15社 1 社 15社 108 社 12社 8 社 109 社 16社 

 38.5% 57.7% 3.8% 11.1% 80.0% 8.9% 6.0% 82.0% 12.0% 

Ｒ４調査 28.6% 67.9% 3.6% 14.5% 75.4% 10.1% 7.4% 75.7% 16.9% 

増減 ＋9.9% ▲10.2% ＋0.2% ▲3.4% ＋4.6% ▲1.2% ▲1.4% ＋6.3% ▲4.9% 

⑦発注者の対

応（ワンデーレ

スポンス） 

今回調査 6 社 19社 1 社 16社 97社 22社 6 社 102 社 25社 

 23.1% 73.1% 3.8% 11.9% 71.9% 16.3% 4.5% 76.7% 18.8% 

Ｒ４調査 25.0% 67.9% 7.1% 13.8% 65.2% 21.0% 6.6% 66.9% 26.5% 

増減 ▲1.9% ＋5.2% ▲3.3% ▲1.9% ＋6.7% ▲4.7% ▲2.1% ＋9.8% ▲7.7% 

⑧工事工程表

や現場施工条

件の明示 

今回調査 7 社 18社 1 社 13社 114 社 8 社 5 社 115 社 13社 

 26.9% 69.2% 3.8% 9.6% 84.4% 5.9% 3.8% 86.5% 9.8% 

Ｒ４調査 28.6% 64.3% 7.1% 11.6% 81.2% 7.2% 5.1% 83.1% 11.8% 

増減 ▲1.7% ＋4.9% ▲3.3% ▲2.0% ＋3.2% ▲1.3% ▲1.3% ＋3.4% ▲2.0% 

72



      

 

【発注者別の特徴（北陸地方整備局）】 

 全項目で「良い」の割合が「悪い」の割合を上回っており、「③ 設計変更への対応(請負代金)」、

「④ 設計変更への対応(工期)」では、特に「良い」の割合が高い。 

 「⑦ 発注者の対応（ワンデーレスポンス）」は「良い」の割合が比較的低い。 

 令和 4 年度調査と比較すると、「⑤ 発注・施工時期の平準化」、「⑥ 受発注者間の情報共有（三

者会議等）」では、「良い」の割合が大きく上昇し、令和 3年度調査に近い水準に回復した。 

 「① 予定価格の設定」は、「良い」の割合が令和 3 年度調査から 2 年連続して低下している。 

 

【発注者別の特徴（石川県）】 

 6 項目で「良い」の割合が「悪い」の割合を上回っているが、「⑤ 発注・施工時期の平準化」、

「⑦ 発注者の対応(ワンデーレスポンス)」では、「悪い」の割合の方が高い。 

 令和 4 年度調査と比較すると、「⑤ 発注・施工時期の平準化」では「悪い」の割合が大きく低

下、「④ 設計変更への対応(工期)」では「良い」の割合が上昇し、評価が改善している。 

38.5%
30.8%

53.8% 46.2%
30.8% 38.5% 23.1% 26.9%

61.5%
65.4%

46.2% 53.8%
65.4% 57.7%

73.1% 69.2%
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発注者の対応（北陸地方整備局）

良い 普通 悪い

折れ線グラフは「良い」の割合

から「悪い」の割合を差引いた

値で、各項目の評価の目安を表す。

18.5% 14.1% 16.3% 17.0% 9.6% 11.1% 11.9% 9.6%
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発注者の対応（石川県）

良い 普通 悪い

折れ線グラフは「良い」の割合

から「悪い」の割合を差引いた

値で、各項目の評価の目安を表す。
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【発注者別の特徴（石川県内の市町）】 

 全項目で「悪い」の割合が「良い」の割合を上回っており、「③ 設計変更への対応(請負代金)」、

「⑤ 発注・施工時期の平準化」では、特に「悪い」の割合が高い。 

 令和 4 年度調査と比較すると、「⑤ 発注・施工時期の平準化」、「⑦ 発注者の対応（ワンデー

レスポンス）」では、「悪い」の割合が大きく低下しており、評価が改善している。 

 

【項目別の特徴】 

 項目別に各発注者の対応状況を比較したが、基本的に、北陸地方整備局、石川県、石川県内の

市町の順に評価が高い。 

 北陸地方整備局と石川県内の市町の評価の差は、「③ 設計変更への対応(請負代金)」が特に大

きい。 

「① 予定価格の設定」、「④ 設計変更への対応(工期)」、「⑤ 発注・施工時期の平準化」でも、

大きな差がある。 

 北陸地方整備局と石川県の評価の差は、「③ 設計変更への対応(請負代金)」が特に大きい。「④ 

設計変更への対応(工期)」、「⑤ 発注・施工時期の平準化」でも、大きな差がある。 
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② 工期の設定
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① 予定価格の設定
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入札・契約制度の適正な運用は、受注者が適正な利益を確保し建設業の担い手の中長期的な育成・

確保を図るために極めて重要である。担い手 3法の内容が全ての発注者に浸透し適用されるよう注

視するとともに、今後も、発注者に対して更なる入札・契約制度の改善を求めていかなければなら

ない。   
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⑦ 発注者の対応（ワンデーレスポンス）
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⑤ 発注・施工時期の平準化
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③ 設計変更への対応（請負代金）
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⑧ 工事工程表や現場施工条件の明示
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④ 設計変更への対応（工期）
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９．経営環境の見通しについて 

 

(１) 本業(建設業)における今後の経営環境の見通し（回答 146 社） 

 

 今後１年間の経営環境の見通しについて聞いたところ、「好転」4 社（2.7%）、「やや好転」20 社

（13.7%）、「現状維持」80 社(54.8%)、「やや悪化」36 社(24.7%)、「悪化」6 社(4.1%)であった。 

令和 4 年度調査と同様、「悪化」「やや悪化」の合計が「好転」「やや好転」の合計を上回ってい

るものの、「好転」「やや好転」の合計は 14 社（9.3%）から 24 社（16.4%）に増加、「悪化」「やや

悪化」の合計は 61 社(40.2%)から 42 社(28.8%)に減少しており、全体としては、見通しの厳しさ

が和らいでいる。 

 

業種別に見ると、建築は「好転・やや好転」の企業数が「悪化・やや悪化」の企業数を上回って

おり、他業種に比べて見通しが明るいと感じられる。（以下のグラフでは、結果を見やすくするた

め、回答を「好転・やや好転」「現状維持」「悪化・やや悪化」の 3 グループに分類して集計して

いる。） 
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令和２年度調査(148社)

令和３年度調査(146社)

令和４年度調査(152社)

今回調査(146社)

経営環境の見通し

好転 やや好転 現状維持 やや悪化 悪化 無回答

16社(15.4%)

7社(41.2%)

1社(10.0%)

58社(55.8%)
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30社(28.8%)

5社(29.4%)
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2社(20.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

土木(104社)

建築(17社)

土木・建築(15社)

舗装(10社)

経営環境の見通し（業種別）

好転・やや好転 現状維持 悪化・やや悪化
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地区別に見ると、どの地区も「悪化・やや悪化」の企業数が「好転・やや好転」の企業数を上回

っている。ただし、令和 4 年度調査と比較すると、金沢地区では「好転・やや好転」の増加およ

び「悪化・やや悪化」の減少、加賀地区では「好転・やや好転」の増加、能登地区では「悪化・や

や悪化」の減少が認められ、どの地区も見通しの厳しさは和らいでいる。 

 (２) 経営上の課題（回答 146 社 2 つまで回答） 

 

経営上の課題について聞いたところ、令和 4年度調査と同様、「人員不足」78 社(53.4%)、「従業

員の高齢化」74 社(50.7%)、「若年労働者の採用難」45 社(30.8%)が上位を占めており、受注や収益

より、担い手確保が重要な経営課題として認識されている。 
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ＩＴ化対応への遅れ
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10．今後の建設業のあり方について(自由回答) 

 

 今後の建設業のあり方について自由に意見を求めたところ、以下の意見が挙げられた。意見の多

くは、担い手不足に関するものであり、担い手不足への関心の高さがうかがえる。 

 

◆人材の確保・定着・育成 

 若年労働への印象が悪い、業界自体が若年層取り込みに力をいれないといけない。 

 人手不足。このことを改善しない限り将来はないと思います。 

 イメージアップが必要。 

 

◆発注者への要望 

 発注時期、施工時期の平準化により、人手不足、後継者不足、残業時間など様々な問題が解決

できる。数年前に、平準化が少し進んだが、特に県、市町では後退している状況である。国や、

地方自治体などは予算編成の問題があるのは理解できるが、この問題を解決しないと安定雇用

できず、賃上げも難しくなる。 

また、会社から現場への移動時間の考え方も、国交省などの大規模工事なら理解はできるが、

県、市町のレベルの工事では、駐車場の問題や、会社への帰属意識の問題もあり、現実的では

ない。国は、県、市町レベルの事まで考えて欲しい。 

 市町の工事において、国の補助の関係で設計変更（増工に伴う増額）が出来ないと返答される

場合がある。それは、相手先に増額の説明に行きたくないからだと聞いたことがある。また交

通誘導員の算出方法についても大いに疑問がある。発注者の適切な設計変更を業界として求め

たい。発注者の品確法の遵守（発注～変更において）を求めていく必要がある。 

 一般競争入札の技術提案の採点について、ほぼ同じ内容でも、その時々で点数に開きがあり、

採点の詳細が不透明なため受注にむけての対策が非常に困難な現状であります。この問題につ

いて、少しでも納得がいくような解決策があれば、当社のような小規模な会社の技術者達も、

技術提案の作成をはじめ仕事に対する張り合いや意欲がわき、ひいては、それが今後の明るい

建設業に結びついていくのではないでしょうか。 

 

◆その他 

 監督官庁の対応が以前に比べ、健全な業者を育てていく方向に大きくシフトしており、好意を

もって受け止めている。今後も建設業の健全な発展のために、監督官庁の積極的な役割を期待

したい。 

 『三方良し』の建設業は、どうあるべきかを考えなければならない。 

 中小工事業者の意見をもう少し聞き入れて頂きたい。  
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第Ⅱ章 調査結果の概要                            

（１）調査企業の概要について 

① 回答のあった 146 社を主たる業種別に見ると、「土木」が 104 社(71.2%)と最も多い。完成工事

高の区分は「1 億円以上 5 億円未満」が 66 社(45.2%)と最も多い。 

② 公共工事の比率が高い業種は「土木」が元請・下請を合わせて 84.6%、次いで「舗装」が 63.9%、

「土木・建築」が 60.8%、「建築」が 31.0%の順となっており、公共工事の増減が経営状況を左

右する状況である。 

（２）雇用について 

① 就業者の職種別割合は、「技術職」が 51.0%、次いで「事務・営業職」が 21.5%、「技能職」が

16.9%の順になっており、現場を担う「技術職」と「技能職」を合わせると 67.9%となっている。 

② 就業者の年代構成を見ると、「～20代」「30 代」の合計が 27.3%、50 代以上の合計が 49.5%と全

国建設業と同程度であり、全国全産業に比べて若い世代の割合が低い。また地区別の 50 代以上

の合計は、金沢地区 44.3%、加賀地区 51.1%、能登地区 61.4%であり、能登地区では他地区より

高齢化が進んでいる。就業者の高齢化は今後更に進むと見られることから、若い世代の入職は

喫緊の課題といえる。 

③ 就業者の男女別構成を見ると、男性が 84.0%、女性が 16.0%であり、女性の比率は全国建設業を

下回っている。ただし、技術職・技能職に占める女性の比率は 2019 年度 3.9%から 2023 年度

5.6%に上昇しており、全国建設業（3.8%）を 1.8 ポイント上回っている。 

④  2021 年度、2022 年度および 2023 年 4月の採用状況については、 

 採用企業数は、2021 年度 84 社から 2022 年度 88社に増加した。また、採用人数は 2021 年

度 242 人（新卒 110 人、中途 132人）、2022 年度 248 人（新卒 117 人、中途 131人）であ

り、ほぼ同程度である。 

 2023年 4 月の採用企業数は 67 社(このうち、新卒採用企業 41 社、中途採用企業 41 社)で

ある。2023年 4 月の採用人数は 202 人（新卒 99 人、中途 103 人）であるが、年度末に向

けて中途採用人数が増加する見込みである。 

 2024 年度に向けて採用計画を有する企業は 110 社(75.3%)であり、2024 年度の採用計画数

は 537 人である。このうち、技術職は 345 人、技能職は 135 人、事務・営業職は 57 人で

ある。 

 2023年 4 月の新卒採用の充足率は 41.9%であり、依然として新卒採用者を十分に採用でき

ていない状況が続いている。新卒技術職と新卒技能職の充足率を地区別に見ると、能登地

区は金沢地区、加賀地区より充足率が低い。 

⑤ 新卒採用から 3 年以内の離職率は 25.5%で、全国建設業(36.1%)より低いものの、製造業(23.9%)

よりも高いため、今後も各企業が若者の定着に向けた取組みを進める必要がある。 

⑥ 2022 年度における入職者数に対する離職者数の割合は 87.9%（入職者数 248 人に対し、離職者

数 218 人）となっている。これを男女別に見ると、男性 89.6%、女性 77.8%となっている。ま

た、2022 年度における「入職者数に占める女性の割合」は 14.5%（入職者数 248 人、うち男性

212 人、女性 36 人）となっている。 

⑦ 従業員の過不足感について、「不足」「やや不足」の合計は「技術職」が 81.5%、「技能職」が 58.9%、

「事務・営業職」が 26.0%となっており、技術職・技能職は特に不足している。 
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⑧ 従業員不足を解消するために、さまざまな取り組みが実施されている。 

 人材確保の取り組みの実施率は、「ハローワークに中途採用の求人を行った」64.4%、「普

通科高校への求人を行った」47.9%、「ホームページ・ＳＮＳ等による情報発信を行った」

42.5%が高く、実施しやすい施策から取り組みが進められている。 

 人材確保の取り組みのうち「効果があった」の割合が高いものは、「縁故による採用を増

やした」74.4%、「会社説明会を開催した、合同会社説明会に参加した」64.3%であり、担

い手確保のために能動的に活動することも効果的と考えられる。 

 人材定着の取り組みは、いずれも「効果があった」の割合が高い。「給料を増やした」67.6%、

「休日を増やした」67.4%、「福利厚生を充実した」64.6% 等の処遇改善の取り組みは、従

業員および求職者に見えやすく即効性が高いため、人材確保・定着には不可欠である。ま

た、建設企業が誇りとやりがいのある魅力的な職場となるには、「職場・現場の人間関係

を改善した」71.4%、「職場・現場の作業関係を改善した」59.5%、「キャリアパスを明確に

した」62.5%、「人材育成制度を充実させた」57.1% 等の施策も重要である。 

⑨ 自社の災害対応可能人員は、特殊運転手 845人、一般運転手 655 人、作業員 497 人である。 

 災害対応人員の年代構成を見ると、「～20 代」「30 代」の合計が 26.1%、50 代以上の合計

が 46.5%であり、就業者全体の年代別構成比とほぼ同じである。 

 5 年前と比較した災害対応人員の増減については、「増えている」15.8%、「変わらない」

36.3%、「減っている」40.4%、「分からない」4.8%であり、減少している企業が 4 割を占め

ている。 

 災害対応人員の確保状況については、「十分に確保している」5.5%、「最低限必要な人員を

確保している」52.7%、「不足している」35.6%、「その他」2.1%であり、不足している企業

が 3 割台半ばを占めている。 

⑩ 自社の除雪オペレータの人数は、総計 914 人である。 

 除雪オペレータの年代構成を見ると、「～20 代」「30 代」の合計が 20.0%、50 代以上の合

計が 50.7%であり、就業者全体の年代別構成比と比較すると、若い世代の割合が低く、50

代以上の割合が高い。 

 5 年前と比較した除雪オペレータの増減については、「増えている」19.2%、「変わらない」

39.0%、「減っている」33.6%、「分からない」2.7%であり、減少している企業が 3 割を超え

ている。 

 除雪オペレータの確保状況については、「十分に確保している」3.4%、「最低限必要な人員

を確保している」50.0%、「不足している」34.9%、「その他」4.1%であり、不足している企

業が 3 割を超えている。 

（３）常用雇用者である現場職員（技術者・技能者）の賃金について 

① 現場職員の賃金の増減については、「基本給を引き上げた」「基本給・一時金を引き上げた」「一

時金のみ引き上げた」企業の合計は 89.7%、「引き上げは行っていない」企業は 9.6%であった。 

② 賃金を引き上げた理由は「毎年定期昇給を行っているため」が 62.6%、次いで「従業員の離職

を防ぐため」が 48.1%となっており、引き上げを行っていない理由は「今後業績が悪化すると

予想されたため」が 50.0%、「利益が減少したため」が 35.7%となっている。 
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③ 2022 年度における常用雇用者である現場職員（技術者・技能者）の賃上げ（給与総額）につい

ては、「5％以上引き上げた」10.3%、「3～5％引き上げた」17.8%など、合わせて 89.8%の企業が

「引き上げた」と回答している。また、2023年度についても 79.5%の企業が「引き上げる」と

回答している。 

④ 賃上げに必要な要素については、「中長期的な公共投資の確保」が 45.9%と最も多く、次いで

「労務単価の上昇」41.1%、「実勢価格に見合った資材単価の計上」28.8%、「現場管理費率や一

般管理費率の見直し」20.5%が続いている。 

⑤ 「賃上げ加点措置」の表明書提出については、「表明書を提出した」22.6%、「今年度中に表明

書を提出する予定」1.4%、「提出しない」32.9%、「未定・検討中」42.5%である。 

⑥ 「賃上げ加点措置」の評価については、「評価する」8.2%、「概ね評価する」19.9%、「評価しな

い」21.9%、「全く評価しない」12.3%、「まだ判断できない」37.0%である。評価する理由として

は、「業界全体における従業員の賃金向上につながる」78.0%が最も多く、次いで「将来的な人

材確保につながる」51.2%、「賃上げ企業に対する正当な評価である」48.8%が続いている。ま

た、評価しない理由としては、「受注見通しが立たない中で賃上げしなければならない」44.2%

が最も多く、次いで「総合評価の考え方に相応しくない」30.8%、「大手と中小企業との賃金格

差がさらに拡大する」26.9%、「賃上げ未達成時のペナルティが大きい」14.4%、「賃上げ分の価

格転嫁が困難」11.5%が続いている。 

⑦ 「賃上げ加点措置」を県や市町発注の工事に拡大した方が良いかについては、「拡大した方が

良い」10.3%、「拡大しない方が良い」32.2%、「どちらとも言えない」55.5%、「その他」1.4%で

ある。「拡大しない方が良い」の回答が「拡大した方が良い」の回答を上回っており、半数以上

が判断を保留している。 

（４）建設現場における働き方改革（休日拡大と労働時間）について 

① 就業規則に定めている年間休日数について、各年度の平均値を計算した結果、2018 年度の 96.8

日から毎年増加し、2023 年度には 107.2 日、2024 年度(予定)は 109.6 日となる見通しである。 

2024 年度の年間休日数（予定）を見ると、業種別では建築が 111.8 日と最も多く、いずれの業

種でも休日数は増加する見通しである。地区別では、金沢地区 113.9 日、加賀地区 109.0 日、

能登地区 106.2 日であり、いずれの地区でも休日数は増加する見通しである。 

② 週休の状況については、「4週 6 休」が 36.3%と最も多く、次いで「4週 8休」が 31.5%、「4 週

7 休」が 19.9%、「完全週休 2 日」が 11.0%と続いている。 

「4 週 8 休」「完全週休 2 日」の合計は 42.5%であり、近年大きく増加している。また地区別で

は、金沢地区 52.2%、加賀地区 27.4%、能登地区 49.0%となっており、能登地区では「4週 8 休」

「完全週休 2 日」の企業が大幅に増加した。 

③ 建設現場の休日拡大・確保に向けて、実施済みの取り組みは、「4 週 8 閉所の実現（閉所日は土

曜・日曜に限定しない）」が 25.4%と最も多く、次いで「祝日の原則閉所」17.2%、「土曜・日曜

の完全閉所の実現」14.3%と続いている。 

今後実施予定の企業も加えると、「4 週 8 閉所の実現（閉所日は土曜・日曜に限定しない）」が

48.6%と最も多く、次いで「土曜・日曜の完全閉所の実現」35.6%、「祝日の原則閉所」27.4%と

続いている。 
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④ 2022 年度に受注した週休 2 日工事の件数は、北陸地方整備局 67 件、石川県 912件、石川県内

の市町 349件、民間発注者 711 件、総計 2,039 件である。 

 週休 2 日工事の割合は、北陸地方整備局 95.7%、石川県 81.3%と高い割合を占めているが、

石川県内の市町は 33.1%、民間工事は 11.9%に留まっており、市町および民間への普及が

進んでいない。 

 石川県内の市町発注工事の週休 2日工事の割合を地区（企業所在地）別に見ると、金沢地

区 38.6%、加賀地区 20.6%、能登地区 46.2%であり、加賀地区での割合が最も低い。また、

業種別に見ると、土木以外（建築、舗装）での割合が低い。 

 民間発注工事の週休 2 日工事の割合を地区（企業所在地）別に見ると、金沢地区 14.4%、

加賀地区 10.1%、能登地区 1.9%であり、能登地区での割合が最も低い。また、業種別に見

ると、全体的に低いが、建築での割合は特に低い。 

⑤ 週休 2 日工事における適正な工期設定については、「適正」「概ね適正」と回答した企業は、北

陸地方整備局 93.6%、石川県 89.1%、石川県内の市町 67.3%、民間発注者 51.3%であり、公共発

注者では適正に工期を設定している割合が高い一方、民間発注者では約半数（48.6%）が適正

な工期設定をしていない。 

また、適正な積算については、「適正」「概ね適正」と回答した企業は、北陸地方整備局 93.6%、

石川県 89.8%、石川県内の市町 70.4%、民間発注者 55.4%であり、公共発注者に比べて、民間発

注者の積算が厳しい。 

⑥ 建設現場の週休 2日制の実現のため発注者に望むことは、「週休 2日を前提とした経費の計上」

が 63.7%と最も多く、次いで「週休 2 日を前提とした工期設定」48.6%、「設計労務単価の見直

し」23.3%、「提出書類の簡素化」21.2%と続いている。 

建築では「週休 2 日を前提とした工期設定」の割合が特に高く、舗装では「民間工事への拡大」

の割合が特に高い。 

⑦ 現場職員（技術者・技能者）の時間外労働の現状については、 

 「時間外労働が月 45 時間を超えたことのある現場職員」の割合は 18.5%であり、当該職員

がいる企業の割合は 36.3%である。 

 「時間外労働＋休日労働が月 100 時間以上になったことのある現場職員」の割合は 3.3%

であり、当該職員がいる企業の割合は 11.0%である。 

 「時間外労働が年 360時間を超えた現場職員」の割合は 13.1%であり、当該職員がいる企

業の割合は 16.4%である。 

 「時間外労働が年 720時間を超えた現場職員」の割合は 1.2%であり、当該職員がいる企業

の割合は 6.2%である。 

 上記のいずれにも該当しない企業の割合は 63.7%である。 

 2024 年度からの「時間外労働の罰則付き上限規制」適用を見据えて、上限を超える従業員

がいる企業は、早急な対策が必要である。 

⑧ 技術者・技能者の休日出勤や時間外労働が生じる主な要因については、「発注者向け書類の業

務が多い」が 44.5%と最も多く、次いで、「天候不順等への対応」30.1%、「契約時点で工期に余

裕がない」26.7%、「設計と現場の不整合や設計不備への対応」26.0%と続いている。 

建築では、土木に比べて「発注者向け書類の業務が多い」「契約時点で工期に余裕がない」の

割合が高い。 
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⑨ 現場における休日出勤や時間外労働を抑制するために実施している取り組みについては、「自

社の定年退職期の従業員を継続雇用」43.8%、「施工状況を社内で共有し適切なアドバイスを実

施」41.1%、「3 次元測量、ICT 施工等、3 次元データの活用」39.7%が上位であった。 

また、実施した取り組みを有効と思った企業の割合は、「自社の定年退職期の従業員を継続雇

用」95.3%、「複数技術者の常時配置」85.3%、「勤怠管理システム等による労働時間管理と指導」

83.3%、「書類作成等を補助する事務員の配置」82.5%、「施工状況を社内で共有し適切なアドバ

イスを実施」81.7 %、「電子小黒板の活用」81.5%が上位であった。 

現場技術者の負担軽減のために、複数技術者の配置、OB 活用によるベテラン技術者の確保、バ

ックオフィスによる書類作成業務の支援、ICTの活用による生産性向上等、組織全体でサポー

トする取り組みが進められている。 

⑩ 建設現場の時間外労働削減のため発注者に望むことについては、「提出書類の簡素化」が 62.3%

と最も多く、次いで「適正な工期設定」44.5%、「発注・施工時期の平準化」43.2%、「適正な設

計図書や施工条件の整備」28.8%と続いている。 

建築では、土木に比べて「提出書類の簡素化」「適正な工期設定」への関心が高い。 

（５）建設業における女性の定着促進について 

① 女性の活躍について「積極的に取り組んでいる」「ある程度取り組んでいる」「これから取り組

んでいく予定である」の合計が 78.8%であり、8 割近い企業が前向きに考えている。地区別で

は、金沢地区 80.5%、加賀地区 72.5%、能登地区 83.7%である。 

② 女性活躍に関して実施している取り組み内容としては、「産休・育休制度の導入・拡充」が 45.2%

と最も多く、次いで、「時間外労働や休日出勤への配慮」37.0%、「女性の積極的な採用」30.8%、

「教育訓練の実施」29.5%と続いている。令和 4 年度調査と比較すると、「時間外労働や休日

出勤への配慮」が 8.1 ポイント、「時間単位の有給休暇制度の導入」が 11.0 ポイントそれぞ

れ上昇している。 

③ 女性活躍・子育て支援制度への取り組みについて、実績のある企業は 53.4%となっている。こ

のうち「次世代育成支援対策推進法」に基づく一般事業主行動計画の届出企業は 39.7%、「女性

活躍推進法」に基づく一般事業主行動計画の届出企業は 18.5 %、「いしかわ男女共同参画推進

宣言企業」は 34.9%となっている。「くるみん認定企業」、「えるぼし認定企業」は、ともに 1.4%

と少ないが、今後の増加が期待される。 

（６）事業承継について 

① 代表者の年齢については、「30 代以下」1.4%、「40 代」21.9%、「50 代」30.1%、「60 代」32.9%、

「70 代」11.6%、「80 代以上」2.1%であり、60 代以上の企業が全体の 46.6%である。 

② 後継者が決まっているかについては、「決まっている」33.6%、「後継者にしたい人はいる」15.8%、

「決まっていない」13.7%、「現時点では考えていない」34.9%、「その他」1.4%であり、48.6%の

企業が後継者未定の状況である。 

③ 「後継者が決まっている」「後継者にしたい人はいる」と回答した企業に、代表者と後継者（ま

たは後継者にしたい人）との関係を聞いたところ、「子供」69.4%、｢子以外の親族｣13.9%、「自

社の役員・従業員」11.1%、「外部からの登用」1.4%、「その他」2.8%であり、子や親族に事業を

承継する親族内承継が 83.3%を占めている。 
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④ 事業承継における課題については、「今後の安定的な受注量の確保」が 43.8%と最も多く、次い

で、「後継者の教育・育成」41.1%、「後継者の確保」28.1%、「従業員との信頼関係の構築」26.7%

が続いており、「資産の承継」（株式譲渡、借入金等の引継ぎ）に比べて、「後継者の教育・育成

や確保」や「経営基盤の安定」（安定的な受注確保、従業員との信頼関係構築）をより重視して

いることがうかがわれる。 

（７）採算性について 

① 2022 年度における採算性の変化を聞いた結果は、「良くなった」「やや良くなった」の合計 32.9%

が「悪くなった」「やや悪くなった」の合計 28.8%を上回っており、令和 4 年度調査に比べて採

算性が改善した企業が増えている。 

業種別では、土木・建築は「悪くなった・やや悪くなった」の企業数が「良くなった・やや良

くなった」の企業数を上回っているが、その他の業種は「良くなった・やや良くなった」の企

業数の方が多い。 

 採算性が良くなった理由は、「利益が確保できる工事の増加」77.1%、「受注の増加」66.7%

が上位である。 

 採算性が悪くなった理由は、「受注の減少」64.3%、「利益が確保できる工事の減少」61.9%

が多い。 

② 2022 年度に完成した公共工事 2,246 件のうち赤字が発生したのは 147 件(6.5%)で、件数の多

い順に「石川県内の市町」、「石川県(土木)」、「石川県(農林水産)」となっている。赤字発生の

割合は、特に「石川県(農林水産)」が 16.7%と高い。 

地区別の赤字工事発生状況については、石川県（土木）と石川県（農林水産）では能登地区で、

石川県内の市町では加賀地区で赤字工事が多く見られる。 

③ 赤字が発生した理由については、「材料費の値上がり」「積算単価の乖離」が多いことから、発

注者側が現場の実情に合った積算を行うことや、入札・契約後に資材価格が高騰した場合はス

ライド条項により請負代金を変更することが必要である。 

 石川県（土木）発注工事における赤字の発生理由は、「材料費の値上がり」48.4%、「積算単

価の乖離」38.7%、「労務費の値上がり」35.5%が上位であった。令和 4 年度調査と比較す

ると、「材料費の値上がり」が 9.9ポイント、「労務費の値上がり」が 8.6 ポイントそれぞ

れ上昇しており、昨今の資材価格高騰、作業員不足が工事の収益性悪化に大きく影響して

いる可能性がある。 

 石川県（農林水産）発注工事における赤字の発生理由は、「積算単価の乖離」58.3%、「材料

費の値上がり」33.3%、「労務費の値上がり」25.0%が上位であった。令和 4 年度調査と比

較すると、「積算単価の乖離」が 21.9 ポイント上昇、「増額変更が無かった」が 33.3ポイ

ント低下している。 

 石川県内の市町発注工事における赤字の発生理由は、「積算単価の乖離」44.8%、「材料費

の値上がり」37.9%、「労務費の値上がり」37.9%が上位であった。令和 4 年度調査と比較

すると、「材料費の値上がり」が 13.7 ポイント、「労務費の値上がり」が 19.7 ポイントそ

れぞれ上昇している。 

④ 公共工事の利益確保のために発注者に望むことについては、「市場の状況に応じた適正な予定

価格の設定」50.7%、「契約変更への柔軟な対応」37.0%が上位である。また、「適切な積算の実

現」、「発注・施工時期の平準化」は令和 3 年度調査以降、徐々に回答企業数が増えている。 
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（８） 発注者の対応について 

① 公共工事に関する 8 項目の対応状況（良い、普通、悪い）を確認したところ、基本的には北陸

地方整備局、石川県、石川県内の市町の順で「良い」の割合が高い。 

 北陸地方整備局は、全項目で「良い」の割合が「悪い」の割合を上回っており、「 設計変

更への対応(請負代金)」、「 設計変更への対応(工期)」では、特に「良い」の割合が高い

が、「ワンデーレスポンス」は「良い」の割合が比較的低い。 

「発注・施工時期の平準化」、「受発注者間の情報共有」は「良い」の割合が回復したが、

「予定価格の設定」は「良い」の割合が令和 3 年度調査から 2 年連続して低下している。 

 石川県は、「発注・施工時期の平準化」「ワンデーレスポンス」の 2 項目で「悪い」の割合

が「良い」の割合を上回っている。 

 石川県内の市町は、全項目で「悪い」の割合が「良い」の割合を上回っているが、「設計変

更への対応(請負代金)」「発注・施工時期の平準化」では特に「悪い」の割合が高い。 

（９）経営環境の見通しについて 

① 今後１年間の経営環境の見通しについては「現状維持」が 54.8%と最も多い。「悪化」「やや悪

化」の合計（28.8%）は令和 4 年度調査（40.2%）に比べて低下しており、「好転」「やや好転」

の合計（16.4%）を上回っているものの、全体としては、見通しの厳しさが和らいでいる。 

② 経営上の課題については、「人員不足」53.4%、「従業員の高齢化」50.7%、「若年労働者の採用

難」30.8%と担い手確保に関する事項を挙げる企業が多い。 
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いしかわの地域を支える建設業であるために（まとめ） 

 

① 担い手の確保・育成 

 技術職、技能職が慢性的に不足している状況に加え、50 代以上の就業者が約半数を占めてお

り、就業者の高齢化が今後 10 年で更に進むと見られることから、若手就業者の増加は喫緊の課

題である。しかし、新卒採用の充足率が約 4 割に留まる一方、入職から 3 年以内の離職率は約

3 割と高く、若手就業者の採用・定着は厳しい状況である。このため、各企業においては、積極

的な採用活動を行うとともに、建設企業が誇りとやりがいのある魅力的な職場となるよう、給

与、休暇、福利厚生等の処遇改善、働きやすい職場環境の実現、計画的な人材育成・キャリア

形成支援などの取り組みを進める必要がある。 

② 災害対応可能人員、除雪オペレータの確保 

 災害対応可能人員、除雪オペレータの年代構成は、就業者全体と同様、50 代以上が約半数を

占めており、今後の高齢化が懸念される。また、5 年前に比べて対応できる人員が減ったため、

3 割を超える企業が人員不足を訴えている。就業者の高齢化は、災害対応要員、除雪オペレー

タの高齢化につながり、ひいては災害対応・除雪中の事故の増加、総合的な災害対応力の低下

につながるため、「地域の守り手」の役割を果たすためにも、若手、中堅就労者の確保が必要で

ある。 

③ 持続的な賃上げ 

 常用雇用者である現場職員（技術者・技能者）の賃上げ（給与総額）については、2022年度

では約 9 割の企業が「引き上げた」と回答しており、2023 年度についても約 8 割の企業が「引

き上げる」と回答している。政府は所得と分配の好循環による経済成長の実現に向けて、経済

界に持続的な賃上げを求めており、建設業においても担い手の確保・育成のためにも賃上げを

進めていく必要がある。持続的な賃上げは人件費の増加につながるため、建設企業が賃上げの

原資として適正利益を将来に向け安定的に確保できるよう、発注者には「中長期的な公共投資

の確保」、「賃上げに合わせた労務単価の向上」等を求めていく。 

④ 建設現場における働き方改革の推進 

 「目指せ週休 2 日＋360 時間運動」の呼び掛けの結果、各企業における週休 2 日実現への取

り組みは着実に進んでいるが、依然として完全週休 2 日または 4 週 8 休の企業は半数に満たな

い。市町・民間では週休 2 日工事の実施率が低く、このことが休日拡大の阻害要因の一つとな

っている。各企業には引き続き現場の週休 2 日実現に向けての取り組みを働きかけるとともに、

休日拡大は受発注者が一体となり対応を進める必要があり、特に市町・民間で週休 2 日工事が

普及・拡大するよう、関係各所へ働きかける。 

 また、2024 年 4 月から「時間外労働の罰則付き上限規制」が建設業にも適用されるが、2022

年度において時間外労働の上限である月 45 時間・年 360 時間を超える企業が少なからず存在

していた。企業には現場技術者の負担軽減のために、複数技術者の配置、OB 活用によるベテラ

ン技術者の確保、バックオフィスによる書類作成業務の支援、ICT の活用による生産性向上等、

組織全体でサポートする取り組みを働きかけるとともに、発注者には「提出書類の簡素化」、「適

正な工期設定」、「発注・施工時期の平準化」を求めていく。 
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⑤ 建設業における女性の定着促進 

 女性職員の定着促進に取り組む企業は増加しているものの、全就業者に占める女性の割合は約

16%と依然低い状況である。また、女性活躍・子育て支援制度への取り組み実績のある企業は約 5

割にとどまっており、企業間の取り組みに差が見られる。 

 国連が定めた SDGs（持続可能な開発目標）では、目標の一つとして「ジェンダー平等を実現し

よう」が掲げられており、建設業においても女性の活躍が求められている。女性が働きやすい・

働きたいと思える職場環境の実現から、多様な人材が活躍できる働きがいのある魅力的な職場環

境の実現、ひいては建設業の魅力向上に向けて、女性部会「百万石小町『結』」の活動などを通じ

た女性の定着促進に関する制度、活動の周知を引き続き進めていく。 

⑥ 円滑な事業承継 

 代表者が 60 代以上の企業が全体の半数近くを占めており、そのうちの約 3 割の企業が後継

者未定の状態である。近年、事業承継への関心が高まっているが、特に建設業では「地域の守

り手」として空白地域を作らないためにも、円滑な事業承継が焦眉の問題となる。また、後継

者等が決まっている企業の 8 割以上が親族内承継を想定しているが、これから後継者を考える

企業は、家族・親族に後継者となるべき人が見つからない場合は、自社の役員・従業員への承

継、外部人材の登用など、さまざまな手段を検討する必要がある。また、後継者への円滑なバ

トンタッチまでには時間がかかることからも、早めに検討を始めることが求められる。 

⑦ 入札・契約制度の更なる改善 

 担い手の確保・育成、働き方改革の推進には経営の安定化が不可欠であり、そのためには、企

業の努力だけでなく、「工事ごとに利益の確保が可能な入札・契約制度の改善」が重要である。

積算単価の乖離、材料費の値上がり等による赤字工事が多いことから、発注者には「市場の状況

に応じた適正な予定価格の設定」、「契約変更への柔軟な対応」等を求めていく。 

 また、「発注・施工時期の平準化」、「ワンデーレスポンス」等の対応を十分理解していない発

注者が多いことから、新・担い手３法の内容が全ての発注者に浸透し適用されるよう、引き続き、

発注者に対して更なる入札・契約制度の改善を求めていく。 

⑧  最後に（いしかわの地域を支える建設業であるために） 

 我が国は、円安や世界各地における安全保障環境の悪化等に起因する資機材価格の高騰・品

薄などの影響を大きく受けたほか、気候変動の影響により近年頻発・激甚化している豪雨・台

風等の災害が全国各地に甚大な被害をもたらすなど、様々な問題に直面している。本県でも

2024年 1 月に発生した「令和 6年能登半島地震」により甚大な被害を受けた。本県建設業は社

会資本整備・維持管理を通じて県民の生活や経済活動を支えるとともに、災害や除雪等に迅速

に対応する「地域の守り手」としてその役割を果たしていく必要がある。そのためには、安定

的・持続的な事業量を確保できるよう、社会資本整備の着実な推進を引き続き訴えていく。 

 また、2024年 4 月から適用される「時間外労働の罰則付き上限規制」に適切に対応するほか、

建設業で働く人々が働きやすさや働きがいを感じられ、建設業を目指す若者が「働きたい」と

思える産業となるよう、新３Ｋ（給与・休暇・希望）に「かっこいい」を加えた新４Ｋの実現

に向け、働き方改革と生産性向上を両輪とした就労環境の改善を進めていかなくてはならない。

今後も引き続き、持続的な賃上げ、週休 2 日に向けた休日拡大、時間外労働の削減、女性の定

着促進、ＩＣＴ活用・ＤＸなど諸課題の解決に取り組んでいく。 
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